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1. 序論 
 
1.1. 背景 
1.1.1. 近年のエネルギー情勢 
世界人口の増加や発展途上国の経済発展により，エネルギー資源等の不足が深刻な問題と
なりつつある。平成 25 年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書 2014） [1]によ
ると，「世界のエネルギー需要量は，2000 年に石油換算で約 98 億トンであったものが，2011
年には 127.1 億トン（2000 年の約 1.3 倍）となり，さらに 2035 年には 169 億トン（2000
年の約 1.7 倍，2011 年の約 1.3 倍）に達すると見込まれて」おり，その増加分の大部分は中
国やインドを中心とした新興国である（図 1-1）。一方，現在使用されているエネルギー資源
の多くを占める化石燃料は有限の，いわゆる枯渇型の資源であり，エネルギー需要の拡大に
伴う資源獲得競争のますますの激化が懸念される。 
我が国の一次エネルギー自給率は非常に低く，化石燃料への依存度も高いため，これら資
源の供給不安や価格の上昇・乱高下等の影響を大きく受けるという問題がある。この問題の
改善のため，「エネルギー自給率を向上する取組を進めてきた結果，第一次石油ショック時の
1973 年に 9.2 %だった自給率は，2010 年には 19.9 %にまで改善」された [1]。しかし，2011
年の東日本大震災を契機に原子力発電所が停止した結果，2012 年には 6.0 %まで低下してお
り，その内訳は水力 1.5 %，天然ガス 0.7 %，原子力 0.1 %再生可能エネルギー等 3.1 %とな
っている [1]。化石燃料への依存度も，原子力発電所の停止により 2010 年度の 81.8 %から
2012年度の 92.2 %に上昇し，第一次石油ショック時の 89.7 %を上回る水準となっている [1]
（図 1-2）。 
また，化石燃料は枯渇型のエネルギー資源であることに加え，温室効果ガスの排出による
地球温暖化の原因となることも問題視されている。温室効果ガスは，「京都議定書の基準年の
1990 年には世界全体のエネルギー起源二酸化炭素排出量は 203 億トン」であったが，「2011
年には 300 億トン（約 1.5 倍）に増加」した [1]。我が国でも，エネルギー起源二酸化炭素
の排出量は 2012 年度確定値で基準年度比 14.0 %増加している [2]。一方，「その他の温室効
果ガス（非エネルギー起源二酸化炭素，メタン，一酸化二窒素および代替フロン等３ガス）
の排出量については，目標達成計画の目安の排出量を下回って」おり，全体では「温室効果
ガスの総排出量は，約 13 億 4,300 万トン（二酸化炭素換算。以下同じ。）であり」，「基準年
度（原則 1990 年度）比で 6.5％増加している」 [2]（表 1-1）。 
「我が国における京都議定書第一約束期間中の５カ年平均の総排出量は，12 億 7,800 万
トンであり，基準年度比で 1.4％の増加となった。これは，2008 年度後半の金融危機の影響
に伴い 2009 年度にかけて総排出量が減少したものの，2010 年度以降，景気回復および東日
本大震災を契機とした火力発電の増加により３年連続で総排出量が増加したことによる」 
[2]。ただし，「総排出量に森林等吸収源および京都メカニズムクレジットを加味すると，５
カ年平均では基準年比 8.4%減となり，京都議定書の目標（基準年比 6％減）を達成すること
となる」 [2]（図 1-3）。「2011 年 3 月の東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所
事故後の我が国のエネルギーを巡る環境が国内外で大きく変化したにも関わらず，京都議定
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書第一約束期間の６％削減目標を達成することができたのは，世界最高水準のエネルギー効
率の維持など産業界における温暖化対策の中心的役割を担う自主行動計画が十分に高い成果
を上げてきたこと，トップランナー基準に基づく機器の効率向上等の省エネ対策に不断に取
り組んできたこと，代替フロン等３ガスの排出抑制や森林吸収源対策を着実に実施してきた
こと等，国民各界各層が気候変動への取組に最大限の努力を行ったことによるものである。」 
[2] 
エネルギー白書 2014 によると，「我が国は 1973 年度の第一次石油ショック以降，自動車
の燃費向上，家電の省エネルギー性能の向上，産業部門におけるエネルギー効率の向上など
様々な省エネルギーの取組を進めた」ことにより，GDP 当たりの最終エネルギー消費量は
2012 年度に 0.72 百万 kl/ 兆円に改善（1973 年度から約 46％減少）し，「この結果，世界
最高水準のエネルギー利用効率を実現して」いる [1]。 
とはいえ，我が国のエネルギー自給率の低さ，化石燃料への依存度の高さは改善すべき問
題であり，京都議定書第一約束期間の削減目標は達成できたものの，温室効果ガスの排出量
が増加していることは事実である。このような問題を受け，化石燃料のような枯渇型のエネ
ルギー資源から，自然エネルギーのような再生可能なエネルギーへの転換が迫られている。 
 
 
図 1-1 世界のエネルギー需要の実績と予測 [1] 
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図 1-2 日本の一次エネルギー供給構造の推移 [1] 
 
表 1-1 温室効果ガスの排出状況 [2] 
（単位：百万トン） 
 基準年  
（括弧内は全体
に占める割合）  
2012 年度実績 
（確定値） 
（括弧内は基準
年増減） 
2010 年度の目安  
（括弧内は基準年増減）  
エネルギー起源 
二酸化炭素  
1,059 (84%)  1,208 (+14.0%)  1,076～1,089 (+1.6%～+2.8%)  
産業部門  482 (38%)  418 (-13.4%)  424～428 (-12.1%～-11.3%)  
業務その他部門  164 (13%)  272 (+65.8%)  208～210 (+26.5%～+27.9%)  
家庭部門  127 (10%)  203 (+59.7%)  138～141 (+8.5～+10.9%)  
運輸部門  217 (17%)  226 (+4.1%)  240～243 (+10.3%～+11.9%)  
エネルギー転換部門  67.9 (5%)  87.8 (+29.4%)  66 (-2.3%)  
非エネルギー起源 
二酸化炭素  
85.1 (7%)  68.1 (-20.0%)  85 (-0.6%)  
メタン  33.4 (3%)  20.0 (-40.1%)  23 (-32.3%)  
一酸化二窒素  32.6 (3%)  20.2 (-38.0%)  25 (-24.2%～-24.0%)  
代替フロン等３ガス  51.2 (4%)  27.3 (-46.7%)  31 (-39.5%)  
合 計  1,261 (100%)  1,343 (+6.5%)  1,239～1,252 (-1.8%～-0.8%)  
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図 1-3 我が国の温室効果ガス排出量の推移 [2] 
 
1.1.2. 再生可能エネルギー 
前項において説明した背景による再生可能エネルギーへの関心の高まりに伴い，様々な新
エネルギーの研究開発が進められている。資源エネルギー庁によると「再生可能エネルギー
とは，法律（※）で『エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの』
として，太陽光，風力，水力，地熱，太陽熱，大気中の熱その他の自然界に存する熱，バイ
オマスが規定されて」おり，「再生可能エネルギーは，資源が枯渇せず繰り返し使え，発電時
や熱利用時に地球温暖化 の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しない優れたエネルギー」
である [3]。「（※）エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用および化石エネ
ルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」 [3]。 
再生可能エネルギーおよび新エネルギーの定義は図 1-4 に示すように，非化石エネルギー
のうち，原子力などを除くものが再生可能エネルギーであり，そのうち，「経済性の面におけ
る制約から普及が十分でないものであって，その促進を図ることが非化石エネルギーの導入
を図るため特に必要なもの」と定義されている [3]。表 1-2 は我が国の再生可能エネルギー
導入ポテンシャルの試算結果 [4]であり，東京電力の 25 カ所の火力発電所の合計設備容量，
約 3,869 万 kW（2011 年 3 月末現在） [5]と比較しても，大きなポテンシャルを有している
ことが分かる。 
しかし，再生可能エネルギーの導入には多くの課題が残されている。例えば，設備コスト
が高い上，自然状況に左右されるなどの理由から設備利用率が低い等の理由で火力発電等の
既存のエネルギーと比較すると発電コストが高い [3]。また，自然状況に左右されるため出
力が不安定であり，地形等の条件から設置できる地点も限られている [3]。さらに，「再生可
能エネルギーが大量に導入された場合，休日など需要の少ない時期に余剰電力が発生したり，
天候などの影響で出力が大きく変動し電気の安定供給に問題が生じる可能性」があるため，
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「発電出力の抑制や蓄電池の設置等の対策が必要」になる [3]。 
このような課題の克服に向けて様々な研究開発が行われるとともに，コスト面での支援と
して国による施策が行われている。例えば「2009 年 11 月に家庭や事業所等において太陽光
で発電された電気のうち，使い切れずに余った電気の買取りを電力会社に義務づける『太陽
光発電の余剰電力買取制度』が開始」された。また，2012 年 7 月からは，再生可能エネル
ギーの固定価格買取制度（FIT）が導入された。FIT の導入により，コスト面での課題が緩
和され，企業の参入が増加している。 
FIT の開始以降 1 年間（2012 年 7 月～2013 年 6 月）で，再生可能エネルギーの設備容
量は約 15 %増（約 3.6 GW 増：うち太陽光発電が 3.4 GW）となったが，制度認定を受けた
もののうち約 20 GW がまだ未設置であるため，今後これらが順次導入されてくると予想さ
れている [6]。しかし，その 9 割以上が太陽光発電であり，その他の再生可能エネルギーの
導入にはまだまだ課題が多く残っていると考えられる。 
 
 
図 1-4 エネルギーの概念図 [3] 
 
表 1-2 各種再生可能エネルギーの導入ポテンシャル [4] 
  導入ポテンシャル 
（設備容量[万 kW]） 
太陽光発電（非住宅系） 14,929 
風力発電（陸上＋洋上） 185,556 
 風力発電（陸上） 28,294 
風力発電（洋上） 157,262 
中小水力発電 1,444 
地熱発電 1,420 
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1.1.3. 風力発電 
再生可能エネルギーの中でも，風力発電の導入ポテンシャルは大きく（表 1-2），その導入
への期待が高まっている。世界的にも風力発電の導入量は年々増加しており，2013 年には世
界全体での設備容量が 30 万 MW を超えた [7]（図 1-5）。我が国においても同様に増加して
いるが，近年は新規導入量がやや減少し，ほぼ横ばい状態となっている [8]（図 1-6）。この
原因として，適地の不足と事業化までの手続きの長期化が考えられる。我が国は国土面積が
小さく，山岳部のような急峻な地形が多いことに加え，住宅地に近い場所では騒音や景観の
問題等の懸念もあることから，陸上の適地が少ないという問題がある。近年は洋上風力発電
の建設も増えているが，技術面，コスト面での課題に加え，漁業関係者等との利害関係の調
整に多くの時間を要する場合が多い。さらに，2012 年 10 月からは風力発電事業が環境影響
評価法の対象になり，アセスメント手続きの複雑さにより，計画から事業化までに長い期間
がかかるようになった。これが FIT の開始後にも関わらず風力発電の設備容量の新規導入量
が伸び悩んでいる原因とも考えられる。 
 
 
図 1-5 世界の風力発電総設備容量の推移 [7] 
 
 
図 1-6 日本の風力発電総設備容量の推移（JWPA 調べ，2013 年度は推定） [8] 
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近年の風力発電事業は，発電・送電効率等の理由から，大型化・大規模化の傾向が強く，
定格出力 2 MW 等の大型風車を複数基建設し，ファーム化する事業が多くなっている。 
また，上述のように洋上風力発電事業も増えており，国内でも洋上に大型の風力発電施設
が建設されている箇所が多く見受けられるようになってきた。しかし，洋上風力発電事業が
活発なヨーロッパ諸国では遠浅海岸が多いのに対し，日本周辺海域は沿岸部から離れるとす
ぐに深度が増す場所が多く，ヨーロッパ諸国と同じように開発を行うことが難しい。ヨーロ
ッパ諸国では着床式の基礎を用いた洋上風力発電施設を大規模展開し，多くのウィンドファ
ームが建設されているが（図 1-7），その基礎の適用条件は，種類にもよるが，水深 30 m 未
満や 60 m 未満といった浅い海域でしか使用できない（図 1-8）。現在，商業的に実用化され
ている洋上風力発電施設は，国内外を問わず，全てこの着床式の施設である。 
そこで我が国では水深の大きな海域でも建設が可能な，浮体式基礎を用いた洋上風力発電
施設の実用化に向けた研究開発が活発に行われている。洋上風力発電は，沿岸部にフィヨル
ド地形が多く比較的水深の大きいノルウェーにおいて，2009 年に Statoil 社によって世界で
初めての実証実験が行われた [9]。このときの実験機 Hywind（図 1-9）は定格出力 2.3 MW
の風車（以下，2.3 MW 風車と記載，出力が異なる場合も同様。）をスパー型の浮体に搭載し，
3 本の係留索で海底と固定したものであった [9]。 
日本では京都大学を中心に，2.0 MW 風車搭載のスパー型浮体式洋上風力発電の 10 分の 1
模型を用いた実海域実験が行われ，これが日本で初めての浮体式洋上風力発電の実海域実験
であった [10]。その後，環境省は 2010 年度から長崎県五島市椛島沖において浮体式洋上風
力発電実証事業を開始し，2011 年度の 2 分の 1 サイズの小規模試験機による実海域実験を
経て，2012 年度からはフルスケールの実証機（2.0 MW 風車搭載のハイブリッドスパー型浮
体式洋上風力発電施設）を使った実海域実験を実施中である [11] [12]。また，経済産業省資
源エネルギー庁でも 2012 年度から福島県沖において，浮体式洋上ウィンドファーム実証研
究事業を開始し，「第 1 期実証研究事業として 2MW ダウンウィンド型浮体式洋上風力発電
設備 1 基，浮体式洋上サブステーション，第 2 期として，7MW 浮体式洋上風力発電設備 2
基を 2015 年までに福島沖に増設」 [13]する予定である。この浮体式洋上サブステーション
には世界初の浮体式洋上変電設備が設置されている [14]。 
 このように我が国では，浮体式洋上風力発電の実用化に向けて，これらの実証研究等を通
して情報や知見を集積しているところである。 
 
1.1.4. 洋上風力発電の安全性と環境影響 
 上述のように洋上風力発電に関する研究開発や実証実験等が活発に進められているが，実
績の少ない施設のため，安全性や環境影響に関する情報も不十分である。次節以降，海外で
の知見も含めたこれらの既往基準や先行研究について紹介する。 
 
1.2. 洋上風力発電の安全性に関する既往基準および先行研究 
 従来，洋上風力発電施設の安全性というと，施設自身の健全性の担保を指すのが一般的で
ある。既存の安全基準として，IEC や DNV，ABS 等に発行された洋上風力発電施設に関す
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る基準が存在し，その中で DNV は浮体式洋上風力発電に関する基準も発行している [15]。 
 一方，我が国でも国土交通省海事局により，平成 24 年 4 月 23 日に浮体式洋上風力発電施
設技術基準が制定されており，これは「浮体式洋上風力発電施設の安全確保を図るべく，船
舶安全法に基づき構造や設備の要件を定めた」 [16]ものである。さらにその後，平成 26 年
3 月に発行された浮体式洋上風力発電施設技術基準安全ガイドラインは，この技術基準にお
いて規定された性能要件を満たすための設計方法について，「実設計者が実務的に適用できる
技術的解決策を体系的に提供するものである」 [17]。 
 
 
図 1-7 ヨーロッパの主な洋上ウィンドファーム（Offshore Wind Energy Europe HP より）  
 
 
図 1-8 着床式洋上風力発電施設の基礎形式と適用条件（NEDO 平成 20 年度 洋上風力発
電実証研究 F/S 調査より）  
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図 1-9 ノルウェーのStatoil社による世界初の浮体式洋上風力発電実証実験機Hywind[18] 
 
 この技術基準および安全ガイドラインでは，施設単体の安全性の確保の観点から技術的検
討がされており，疲労や腐食を含む浮体構造や係留索の強度や，損傷時および非損傷時の復
原性についての検討が主である。浮体式洋上風力発電施設は風車基礎部分が浮体であるとい
う特徴から，着床式の施設にはない浮体式特有のリスクとして，施設の転覆・沈没・漂流が
考えられており，これらの事故を起こさないための技術基準とも言える。しかし，基準に則
って設計・建造された施設でも，施設の転覆・沈没・漂流が“絶対に”起こらないとは言い
切れない。確率が非常に低いと思われる事象でも，万が一発生した際にそれによる被害を最
小化するための備えが必要である。海上技術安全研究所および東京大学は，平成 25 年 3 月
に浮体式洋上風力発電施設非常時マニュアル案を発行しており，その中で，施設の転覆・沈
没・漂流およびこれらにつながる可能性のある事象について，これらの発生によって想定さ
れる被害とその最小化対策の検討を行っている [19]。 
 このような“非常時”の検討はそれ以前にもされており，特に施設の漂流については多く
の先行研究が存在する。近年のヨーロッパでの洋上風力発電の大規模化，すなわちファーム
化の傾向を受けて，我が国周辺でも洋上風力発電施設を大規模展開しようとする動きが強ま
っている。着床式の施設については既に複数基が我が国沿岸部に立ち並ぶ光景も見られ，浮
体式についても近い将来ファーム化が実現すると考えられている。浮体式の施設をファーム
化した場合に懸念されているのが，ファーム内の 1 基の施設が何らかの原因で漂流を始めた
場合に，ファーム内の他の施設への衝突によって連鎖的に複数基が漂流するのではないか，
という連鎖衝突・漂流の問題である。ここでは，この連鎖衝突・漂流に関する先行研究を紹
介する。 
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 鈴木らは「ウィンドファームにおける浮体式風車の連鎖漂流リスクに関する研究」におい
て，浮体式洋上風力発電の連鎖漂流事故のリスクシナリオを検討し，そのリスクを定量評価
している [20]。この研究では，ウィンドファームにおける連鎖漂流のシミュレーターを開発
し，供用期間の 20 年間で合計何基の施設が漂流するかを，係留索の安全率やファーム内の
施設の配置を変えて検証している。ただし，初期漂流（ファーム内の最初の施設漂流）の発
生確率は過去の事故を参考に，風速を指標として推測して設定している。なお，シミュレー
ターの開発にあたり，変動風水洞において単基の施設漂流試験および複数基の施設衝突試験
を実施し，前者については計算結果との比較・検証を，後者については漂流施設の係留索へ
の引っ掛かり方について実験結果の取り込みを行っている。 
 開発されたシミュレーターにより，3 種類のファーム内施設配置について計算した結果，
施設の設置密度が高いほど連鎖漂流に巻き込まれる施設の数も大きくなることが分かったが，
一方，海底ケーブルの費用は設置密度が高いほど少額に抑えられるため，最適な施設の配置
は，連鎖漂流事故による損失とケーブル費用とのトレードオフで決まることが分かった。ま
た，係留索の安全率が高いほど 20 年間で連鎖漂流被害を受ける施設の数は減少し，100 基
の施設からなるウィンドファームの場合，安全率が 3 であれば十分安全であると結論付けて
いる。 
 続いて北原は，「係留系強度モデルを用いたウィンドファームにおける浮体式風車の連鎖漂
流事故リスク評価」において，上述の鈴木らの研究 [20]において不十分であった時系列変動
風・不規則波を導入して改良した Spar 型風車漂流シミュレーターと，係留系の強度低下・
ばらつきも考慮した係留系強度モデルを開発し，それらを用いてより詳細なリスクを算出し，
その計算結果について評価を行っている [21]。漂流シミュレーターは鈴木らのモデルを時系
列変動風・不規則波を考慮して計算できるように改良し，初期漂流確率もこれを利用して求
めている。係留系強度モデルは，船舶の係留チェーンの使用年数と摩耗のデータを利用して
二重指数分布関数を用いて作成された。また，重力式アンカーの強度について実験を行い，
静止摩擦力と係留索の設計強度の比較を行った結果，係留索が切れずにアンカーが引きずら
れて風力発電施設が漂流するという事象の発生確率は非常に小さいことを確認し，施設漂流
は係留索の破断によってのみ発生することとしている。 
 上記モデルを用いてシミュレーションを行い，供用期間 20 年の間に連鎖漂流事故に巻き
込まれる施設の基数を，安全率 1.5～3.0 のそれぞれの条件について求めている。また，供用
期間の半分である 10 年で全ての係留索を交換した場合についても同様に計算し，さらに，
摩耗速度を 1.5 倍に設定した場合に上記の計算結果がどう変化するかについても検証してい
る。これらの結果と経済性および社会受容性の評価結果を踏まえて，係留索の交換は行わず，
安全率は 2.5 弱とするのが最適だが，摩耗速度を 1.5 倍と想定した場合には 10 年で係留索を
交換し，安全率は 2.0 強とするのが最適であると結論付けている。 
 さらに村竹は，「浮体式洋上ウィンドファーム内での船舶衝突を考慮した風車漂流リスク評
価」において，上記 2 件の研究では考慮されていなかった，船舶の衝突による施設の漂流を
発端とした連鎖漂流シミュレーションモデルを作成し，この連鎖漂流リスクを評価している 
[22]。この研究では，漂流施設と被衝突施設の浮体同士が衝突する場合と，漂流施設の浮体
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が被衝突施設の係留索に衝突する場合，および，両施設の係留索同士が衝突する場合の 3 種
類の衝突シナリオを考え，係留索破断実験を実施し，この結果をシミュレーターに組み込ん
でいる。この実験結果より，係留索同士の衝突では被衝突施設の係留索は破断せず，漂流施
設の浮体部と被衝突施設の係留索の衝突，または両施設の浮体同士の衝突の場合には，被衝
突施設の係留索は必ず破断することが分かっている。以上により作成されたモデルを利用し，
シミュレーションによる計算結果から求めた事故損害額とライフサイクルコストを比較し，
係留索の安全率が 2.0 以上の場合には，安全率を上げて事故損害額を減らすより，安全率を
下げてライフサイクルコストを減らす方が，全体として経済性が高いことが分かったと結論
付けている。 
 ここまで，洋上風力発電の安全性に関する既往基準や，浮体式洋上風力発電の連鎖漂流・
衝突に関する先行研究を 3 例紹介した。しかし浮体式洋上風力発電施設を設置する際に検討
すべき安全性には，技術基準で考えられているような施設単体の安全性や，鈴木らの先行研
究のファーム内の安全性のような，施設自身の安全性のみでなく，周辺航路や沿岸施設との
位置関係を考慮に入れた，施設自身と周辺被害までを考えた安全性の検討を行う必要がある。
たとえば周辺航路との位置関係によって航行船舶が風力発電施設に衝突する危険性が変化し，
施設自身の安全性に関するリスクが変化する可能性がある。さらに，船舶の衝突による影響
は風力発電施設へのダメージに留まらず，施設が漂流してファーム内の施設に衝突し，連鎖
漂流を発生させるほか，漂流施設がファーム外に周辺被害を生む可能性もある。周辺被害と
して考えられる主なものは，航路への侵入によって船舶の航行に支障が生じることや船舶と
の衝突のほか，沿岸部の漁業施設等への衝突が挙げられる。これらは浮体式の施設に特有の
問題であり，今後の浮体式洋上風力発電施設の実用化に向けてこれらの安全性に関するリス
クの検討をしておくことは，周辺住民等の利害関係者との調整の観点からも重要な課題であ
る。 
  
1.3. 洋上風力発電の環境影響に関する既往基準および先行研究 
 風力発電の環境影響と言えば，陸上における低周波騒音やシャドーフリッカー，バードス
トライクやその他の動植物等の生態系への影響等が問題とされてきた（例えば [23] [24] 
[25]）。洋上では，これら陸上の生態系への影響はなく，騒音やシャドーフリッカーについて
も陸から離れることで近隣住民への被害は軽減されると考えられるが，一方で，海産哺乳類
や魚類等の海洋生態系に何らかの影響があるのではないかと懸念されている。具体的には，
洋上施設に特有の問題として水中騒音や海底ケーブルからの電磁波による生態系への影響の
ほか，陸上と同様，バードストライクや景観の問題も考えられる。以下に，洋上風力発電の
環境影響に関する国内外の既往基準や先行研究についての調査結果をまとめる。 
 
1.3.1. 日本の風力発電の環境影響に関する規制等 
 我が国では風力発電は，これまで一部の地方自治体が定める条例による環境影響評価の対
象となっていたほか，新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が策定したマニュア
ルによる自主的な環境影響評価が行われて来たが，第 1.1.3 項でも述べたように 2012 年 10
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月からは環境影響評価法の対象事業に追加され，総設備容量が 1 万 kW 以上の事業が環境影
響評価法の対象となった。法による環境影響評価の対象項目は，①騒音，低周波音，②景観，
③動物，植物および生態系，④シャドーフリッカーの 4 項目である。それぞれについて，調
査手法，予測・評価手法，環境保全措置・事後調査を定めている。NEDO のマニュアルでは
これらに加え，電波障害や地形および地質等の項目も対象としている。 
 しかし，これらの評価項目は主に陸上の風力発電施設を想定して定められており，洋上施
設に関する特段の考慮はされていない。環境省の「風力発電施設に係る環境影響評価の基本
的考え方に関する検討会報告書」においても，「我が国での事例は，まだ陸から非常に近い防
波堤や護岸付近に建設されたものに限られており，沖合に設置した場合の環境影響について
の知見は少ない状況にあることから，洋上風力発電事業の評価項目を選定するに当たっては，
諸外国の事例や今後の知見の蓄積等も活用しつつ，方法書段階において，適切な絞り込みや
重点化を検討すべきである。」と記述があり [26]，洋上施設に関する評価項目についての検
討は今後の課題となっている。洋上施設についての評価項目として追加の必要性が考えられ
るものとしては，建設時の海水の濁り，水中騒音，施設の存在による影の出現や流れの変化，
浮体への動植物の付着等が挙げられる。このうち，施設からの水中放射音の影響としては，
魚類等の忌避やストレスによる成長への影響，臓器の損傷，海産哺乳類同士の情報伝達の妨
害等が考えられる。 
 
1.3.2. 諸外国の風力発電の環境影響に関する規制等 
 欧米諸国では，我が国に先行して風力発電が環境影響評価法の対象になっていた。例えば
景観については，「風力発電所に係る環境影響評価手法についてのガイドライン等が策定され
ている国・地域のうち，米国，フランス，英国スコットランドおよび EU では，景観に関す
る基本的な調査，予測および評価の手法として，景観の変化をフォトモンタージュ等により
示すこととされている。また，米国，英国スコットランドおよび EU では，風力発電設備の
可視領域も示すこととされている」 [27]。また，騒音については，「国レベルにおける風力
発電施設からの騒音に関する基準等については，ドイツ，デンマークなどでは我が国の環境
基準のように騒音の基準値を定めており，フランス，ニュージーランドなどでは暗騒音レベ
ルに一定のレベル値を加えたものを基準値として定めている。このほか，英国，オーストラ
リアの南オーストラリア州，カナダのオンタリオ州，ノルウェー，米国の一部の地方自治体
における基準値等がある」 [28]。洋上風力発電についても，米国やフランスのように陸上風
力発電と同じ規模要件を定めて環境影響評価の対象としているケースがほとんどだが，英国
やオランダのように洋上風力発電に独自の規模要件を別途定めているケースもある [29]。 
 環境省によると，「洋上風力発電事業に係る環境影響評価に関する諸外国のガイドライン等
を調べたところ，３か国（フランス，ドイツ，英国）において詳細な手法が示されていた」 [29]。
このうちフランスのガイドラインでは，洋上風力発電事業の主な環境影響とそれに対する環
境保全措置として，水質や海底地形・海流の変化，生態系・動物への影響や景観に対する影
響と対策をまとめており，例えば水中騒音による動物への影響については，工事の制限やバ
ブルカーテン等による騒音防止等の対策を示している [29]。 
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1.3.3. インタビュー調査 
 筆者は 2013 年 2 月に European Wind Energy Association（EWEA）の研究者へのイン
タビュー調査を行い，バードストライクや水中騒音を中心にお話を伺った。バードストライ
クについては，鳥類の死亡原因のうち，風力発電施設への衝突が占める割合は小さいことや，
近年は施設の大型化によってハブ高さが高く，ロータ回転数の小さいものが多いため，バー
ドストライクのリスクも減少していること，多くの鳥類は避行行動を取り，そのエネルギー
ロスは問題にならないと考えられていることなど，EWEA メンバー内のみで公開されている
報告書をご紹介頂いた。ただし，確率的に低くても，脆弱性の高い種や絶滅危惧種等にとっ
ては脅威となることなどから，全く無視して良いものではなく，鳥類の飛行高度や経路につ
いての観測調査やモデリングによる推定手法も進んでいるが，これらは未だ不完全であり，
更なる発展が望まれるとのことであった。  
 また，水中騒音については，ヨーロッパ諸国では，運転音は無視できるレベルであるとの
説が一般的であり，主に着床式の基礎打設工事中の騒音が問題視されている。実際には基礎
打設中の海棲生物の負傷等は報告されておらず，海棲哺乳類が騒音発生エリアを避けて移動
したという確証もないとしているが，建設中の水中騒音の緩和策として，“soft start”と発生
騒音レベルの低減，騒音の伝搬抑制のいくつかの手法が提案されており，中でも“bubble 
curtains”が低コストで効果も高いことが示されている。なお，ヨーロッパの一部の国や特定
のウィンドファームでは，魚類の産卵期に考慮して打設作業およびケーブル敷設作業の時期
について規制を設けたり，打設時の騒音レベルについての基準値を設けているところもある
（現状ではこのような規制はドイツのみ）。ただし，騒音の測定基準や解析のガイドライン，
騒音低減手法の開発および，生物に対する影響の調査は今後も更なる発展が望まれるとのこ
とであった。  
 
1.3.4. 風力発電の環境影響に関する先行研究 
 Pacific Northwest National Laboratory (PNNL)は，洋上風力発電の開発による環境影響
の検証用のツールを開発した [30]。これは Cape Green Offshore Wind Project という仮想
のプロジェクトを対象に，環境影響に関する情報のデータベース Zephyrus と，このデータ
を用いたリスク解析ツールをまとめたシステム Environmental Risk Evaluation System 
(ERES)，および解析結果の要約や可視化のためのVisualization Toolsから構成されている。
Zephyrus には，海域や季節による風資源の評価，海産哺乳類等の生物資源の分布，他の海
洋利用との競合など，洋上風力発電の開発の環境影響に関する様々なデータが収蔵されてい
る。ここでは，環境影響を与える Stressor と環境影響を受ける Receptor についてそれぞれ
カテゴリーに分類しており，ERES はこれらの Stressor と Receptor の間に起こる様々なリ
スクシナリオに関連する影響とリスクの解析ツールを保有している。Stressor の中には「海
洋生物の妨害になる機器の音の発生」，「杭打ちによる騒音・振動」等が含まれている。また，
Zephyrus は研究者，開発者，規制者，利害関係者間のコミュニケーションツールとしても
活用される。 
 このようなデータベースやツールにはありとあらゆる環境影響に関する情報が含まれてい
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ると思われるが，環境影響にも様々なものが考えられ，これらを全てここでレビューするの
は困難である。そこで本研究では，洋上風力発電に特有の環境影響として特に注目度の高い
水中騒音について調査を行うこととする。この調査結果については，第 2 章において詳細に
述べる。 
 
1.3.5. その他の海洋再生可能エネルギー施設に関する環境影響 
 PNNL では，海洋エネルギー施設の騒音についても調査を行っており，メイン州の
Monhegan 島を例に，洋上風車からの騒音と風速の関係や，その拡散の様子をシミュレーシ
ョンによって予測し，島の住民への影響を評価した例 [31]や，潮流発電施設からの騒音が魚
類に与える影響について実験調査をした例 [32] [33]などがある。後者については，European 
Marine Energy Center (EMEC)で試験されている OpenHydro という潮流発電機からの放
射音をサンプルとして用いて，主に魚類の圧力障害について実験を行っている。ここでは，
２種類の魚類にそれぞれ電極等の計測装置を設置して固定し，水槽内を泳ぎ回ることができ
ない状態で実験を行った。この結果，魚類の聴覚閾値の変化や組織への損傷等，音の影響は
ないとは言えないが，回復可能なレベルであったと報告している [32] [33]。 
 
 本節では，洋上風量発電施設およびその他の海洋再生可能エネルギー施設の環境影響に関
する規則・基準や先行調査・研究についてのレビュー結果を紹介した。第 1.3.4 項でも述べ
たように，環境影響には様々なものが考えられ，全てを網羅的にレビューするのは困難であ
るため，本研究では洋上風力発電施設に特有の環境影響であり，特に漁業関係者等の注目度
が高いと考えられる「水中騒音」について，第 5 章において詳細にレビューすることとする。 
 
1.4. 本研究の目的 
上述の通り，現在，商業的に実用化されている洋上風力発電施設は，国内外を問わず，全
て着床式の施設である。これらの設置位置を決定するに当たって考慮されて来たのは，主に
採算性に関係する気海象，水深，離岸距離等であり，また，漁業関係者等との利害関係も重
視されてきた。 
浮体式の施設については我が国において，実用化を目指して実海域における実証実験の段
階にある。浮体式施設の設置位置の検討においても，着床式と同様，採算性や利害関係者と
の調整が重視されると考えられるが，浮体式施設には，着床式にはない「漂流」のリスクが
内包される。施設の漂流リスクを考慮する場合，周辺航路や沿岸施設等との位置関係による
安全性の評価も必要となる。また，環境影響の評価結果も施設の設置位置に影響する可能性
があり，これらの適切な評価が必要であるが，これらの明確な評価手法がないのが現状であ
る。 
 既存の安全基準等は風力発電施設単基について，施設そのものの安全に関する内容が主で
あった。また，ファーム化を念頭に置いた先行研究についても，ファーム内の施設被害は考
慮しているものの，周辺被害までを考慮したものではない。環境影響についても，国内外で
基準が策定されているものの，全ての項目について影響が明確に証明されている訳ではなく，
 15 
 
また，その影響評価手法も確立している訳ではない。特に海外では海産哺乳類への影響が重
視されており，魚類への影響に関する調査例が少ない上に，生物への慢性影響を調査した例
はほとんどない（詳細は第 5 章参照）。 
 そこで，本研究では，浮体式洋上風力発電施設の設置位置の選定方法に関わる，次の 2 つ
の評価手法の検討を行う。1 つ目は，周辺航路や沿岸施設との位置関係を考慮した，浮体式
洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの空間分布の評価手法である。従来の安全性評価
では，これらの位置関係によるリスクの変化は考慮されていない。2 つ目は，施設運用時の
水中放射音を想定した，水中音の魚類に対する慢性影響の評価手法であり，これには，施設
周辺での水中音観測結果を参考にする。従来の環境影響評価においては，水中音の魚類への
慢性影響は考慮されていない。なお，本研究では単基の施設を想定してこれらの評価方法を
検討するが，ここで得られた知見は，ファーム化された場合の評価にも発展可能なものと考
える。 
 まず，安全性については，浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスク分析によりリ
スクシナリオを作成し，その中から航路や沿岸施設との位置関係に着目して重要なシナリオ
を絞り込む。次に，これらのシナリオを構成するリスクについて，施設の設置位置によるリ
スクの変化を定量的に評価する方法を検討し，太平洋側の日本沿岸部を想定した仮想海域に
おける計算例を通して，この評価方法によって施設設置位置を検討する上で重要な項目を整
理する。さらに，整理した結果を考慮して，浮体式洋上風力発電施設の設置位置選定に関す
る方針を提案する。 
 一方，環境影響については洋上風力発電に特有の問題として，水中音による海棲生物への
影響に着目し，これに関する文献調査を詳細に行うとともに，洋上風力発電施設周辺での水
中音観測と水槽実験による魚類への慢性影響の調査を行う。水中音観測は，国内の着床式洋
上風力発電施設の建設時または供用時において施設周辺で水中音を観測し，そのデータ解析
によって施設からの水中放射音の音圧や周波数特性を把握する。生物影響の調査については，
先行研究では考慮されていなかった魚類への慢性影響の評価を目的とし，ストレスによる成
長への影響に着目して，摂餌量の観点から定量的に評価する。これらの調査を通して，洋上
風力発電施設からの水中放射音の実態を把握するとともに，その生物影響の評価方法を検討
し，得られた知見を整理することで，洋上風力発電施設の環境影響評価手法の検討の一助と
なることを目的とする。 
 
1.5. 研究の流れ 
 まず，第 2 章において浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクのうち，浮体式施
設に特有のリスクを重大リスクとして抽出し，リスク分析を行うことで，その原因と結果を
推定する。これらの推定結果を基にリスクシナリオを作成し，それらの中から，航路や沿岸
施設との関連において重要なシナリオを抽出する。第 3 章では，第 2 章で抽出された重要シ
ナリオを構成するリスクの，施設の設置位置によるリスクの変化の定量評価方法を検討し，
第 4 章において仮想海域における計算例を示す。また，この計算結果の考察から，周辺海域
への影響を含む安全性に関するリスクを考慮した，浮体式洋上風力発電施設の設置位置選定
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方法において重要な項目を整理するとともに，これを踏まえた浮体式洋上風力発電施設の設
置位置選定方法に関する方針を提案する。 
 続いて第 5 章では，第 1 章において簡単に紹介した洋上風力発電施設の環境影響に関する
先行研究・調査事例について，より詳細にレビューを行い，洋上風力発電施設からの水中音
および，水中音の生物影響に関する知見を整理する。第 6 章では国内の洋上風力発電施設か
らの水中放射音の観測結果を示し，第 5 章のレビュー結果と比較・考察を行う。さらに第 7
章では，第 5 章のレビュー結果から先行研究に不足していると思われる，水中音の魚類に対
する慢性影響に着目し，マダイ稚魚を対象に実験を行った結果を示す。また，実験結果の考
察を通して，洋上風力発電施設からの水中放射音が魚類に与える影響の評価手法の 1 つとし
て提案する。 
 最後に第 8 章において本研究で得られた知見を整理し，安全性，環境影響の両側面から考
えた，浮体式洋上風力発電施設の設置位置を選定する際に考慮すべきポイントをまとめて結
論とする。 
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2. 浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスク分析 
（省略） 
 
3. 安全性に関するリスクの定量評価 
（省略） 
 
4. 安全性に関するリスクの計算例と施設設置位置の決定方法 
（省略） 
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5. 洋上風力発電施設の環境影響に関する文献調査 
 第 1 章では，洋上風力発電に関する環境影響とその評価に関する既往基準等を簡単に説明
した。本研究では，様々な環境影響の中から，洋上風力発電に特有の問題として水中騒音を
取り上げることとし，本章において洋上風力発電施設からの水中騒音およびこれによる海棲
生物への影響についての文献調査結果を示す。 
 
5.1. 洋上風力発電からの水中騒音とその生物への影響のレビュー [34] 
 Nedwell ら [34]は，ウィンドファームのライフサイクルを建設準備，建設，運用，撤去の
4 段階に分類し，各段階で発生する水中騒音について利用可能な情報を整理している。 
 この報告書ではまず，洋上ウィンドファームの基礎，風車，ナセル，ブレード，補助的構
造物についてそれぞれ説明し，そのライフサイクルについて説明した後，水中の背景雑音お
よびライフサイクルの各段階において発生する水中音についての情報を整理している。ただ
し，この報告書では基礎は着床式のみ，設置水深 30 m 未満を対象としている。ここでは，
この報告書の中から数種類の水中音について抜粋し，以下に紹介する。 
 
5.1.1. 背景雑音 
 背景雑音について考えうる音源についての情報を紹介した後，「新たな音源を海洋環境に導
入することの影響を正確に評価するためには，背景雑音に関する知見が必要である」ことや，
「背景雑音は時間と空間によって大きさも周波数も異なるため，ウィンドファームに関連す
る騒音が背景雑音に紛れることもあれば，背景雑音より十分大きくなることもあるので，背
景雑音の評価は重要である」こと，また，「浅海域の背景雑音に関する知見やモデルは深海域
に比べて非常に少なく，十分な開発がされていない」という問題点についてまとめている。 
 
5.1.2. 杭打ち時の騒音 
 杭打ち時の騒音の発生・伝搬メカニズムについては十分な文献がないが，騒音は図 5-1 に
示す 3 通りの経路によって水中に入射・伝搬すると考えられ，図中(1)の経路は入射角や音響
インピーダンスの差などの理由から寄与度が低く，(2)の経路が最も寄与度が高いこと，(3)
の経路では海底地質の方が水中より音速が大きいため，(2)の経路より速く伝搬すると考えら
れることについて説明している。その後，風車および風車以外の基礎の杭打ち時における水
中音およびその生物影響に関する文献を紹介し，これらの観測結果が，海棲生物にとってほ
ぼ影響がないもの [35]から忌避 [36] [37]や死に至るもの [38]まで多岐にわたることや，そ
の影響因子は杭の直径，地質や水深，生物の種類や大きさが考えられるが，特に生物影響に
ついては文献が少なく，合理的な評価には更なる研究が必要である，とまとめている。 
 
5.1.3. 運用時の騒音 
 運用時の騒音についても図 5-2 に示すように，杭打ち時の騒音の伝搬と同様，空中，水中，
地中からの経路が考えられるが，運用中の場合には様々な音源が考えられる。例えば風車の
回転に伴うブレードの空力音，いわゆる風切り音や，ナセル内で発生する機械音，また，ブ
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レードも含めた構造物全体の周気の動きや通過する波による流体力学的な力によって発生す
る構造物の振動が考えられる。特に構造物の振動は空中，水中，地中のいずれの経路からも
入射の可能性があるが，これも杭打ち時と同様，水中経路からの入射の寄与度が最も高いと
考えられると説明している。さらに，これらの音の発生・伝搬メカニズムから，観測される
音は風速や音速プロファイル，水深，海面粗度や海底地質に影響を受けると考えられると述
べている。 
 運用中の騒音についての情報は非常に少ないが，1 MW 未満の比較的小さい風車の運用中
の水中騒音を背景雑音と比較した例（元の文献は見つからず）や，これら風車のタワー振動
と陸上の 2 MW 風車のタワー振動を計測し，2 MW 風車を洋上に設置した場合の水中音レベ
ルをシミュレーションによって予測した例 [39]を紹介している。このシミュレーション結果
を利用してネズミイルカとアザラシの行動への影響を実験調査した結果，逃避行動は確認さ
れたが恐怖心を抱いている様子はなかったと報告されている。また，強風時にウィンドファ
ーム付近でターボットという魚種が逃避行動を起こしたという逸話について検証した結果，
この原因は水中騒音ではないと結論付けられていることを紹介している [40]。 
 これらの限られた情報からではあるが，風車運用中の水中騒音は周波数も音圧レベルも低
く，音圧レベルは風速と共に上昇するが，同時に背景雑音レベルも上昇し，背景雑音との差
はほぼ一定に保たれるため，環境に調和するのではないかとまとめている。 
 
5.1.4. その他の段階の騒音 
 この報告書では，洋上ウィンドファームのライフサイクル中のその他の段階で発生する騒
音についても調査しており，表 5-1 のようにまとめている。また，報告書の最後で筆者の意
見として，洋上ウィンドファームに関連する騒音源として環境影響の大きいと思われるもの
の順位を示しており，最も環境リスクが高いのは爆破を伴う基礎の撤去，次いで基礎の杭打
ちおよび地質調査，続いてドリルによる穴あけ，岩の設置（洗掘対策やケーブル保護のため），
ケーブル敷設，ダイバーの使用する道具類，最後に船舶や機器類および風車の運用としてい
る。ただし上記の順位の評価には累積的な影響は考慮していない。 
 最後のまとめとして，「いずれの海域においても騒音およびその生物影響の両方の調査を行
うべきであり，これらの情報がなければ合理的な環境影響評価はできない」こと，また，「受
け入れられない影響が出そうな場合はその低減方法検討し，必要に応じて実行するべきであ
る」と述べている。 
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図 5-1 基礎の杭打ち時の騒音の伝搬経路 
（Nedwell ら [34]を参考に作成） 
 
 
図 5-2 風車運用時の騒音の伝搬経路 [34] 
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表 5-1 洋上ウィンドファーム関連の水中音源に関する利用可能な情報の概要 [34] 
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5.2. 着床式洋上ウィンドファームの運用中の水中騒音調査結果 [41] 
 この報告書は 2002 年 11 月から 2003 年 2 月まで，スウェーデンの南東海岸沿いに設置さ
れている Utgrungen ウィンドファーム周辺海域において，Ingemansson Technology AB に
よって行われた水中音の調査結果について示したものである。この調査の目的は，(1)風車 1
基からの水中放射音の特性，(2)風車からの騒音発生メカニズム，(3)周波数ごとの距離減衰の
様子，(4)風速による音圧レベルの変化，(5)複数基の風車からの相互干渉と全体の音場への影
響，(6)船舶の航行によるファーム内の音圧レベルへの影響を明らかにすることである。この
ウィンドファームは 1.5 MW 風車 7 基から構成され，陸からの距離は 12.5 km，設置水深は
4~10 m である。水中音計測はこのファーム内の 4 号機を対象に行われた。 
 調査では，ハイドロホンは 4 号機からの距離 83 m，160 m，463 m の 3 地点に海底から 1 
m の位置に設置し，83 m 地点のハイドロホンは Burns Electronics の CR-3DC，残り 2 地
点は Bruel&Kjaer の 8101 を使用した。また，風車タワーには水面から 8 m および 25 m 上
部にそれぞれ 2 つの加速度計を設置し，タワー断面の法線方向および接線方向の振動を計測
した。水面から 8 mに設置したのはPCBの 356B18, tri axial，25 mに設置したのはEndevco
の 61-500 であった。なお，ハイドロホンおよび加速度計での記録周波数帯は 1 Hz から 2000 
Hz で，サンプリング周波数は個々の風車を制御した計測時には 10 kHz，船舶航行による影
響の調査時には 5 kHz（ただし海面上 8 m に設置した加速度計は 2.5 kHz）としている。 
 風車単基および複数基からの放射音の影響を調査するため，まず 7 基全てを運転させた状
態から調査対象の 4 号機のみを停止し，それから隣接する風車から順に 1 基ずつ停止してい
き，全て停止した状態から 4 号機のみ運転を再開した後，停止の場合と同じ順に 1 基ずつ運
転再開して全基が運転状態になるまでを 1 セットとし，各風速条件について 1 セットずつ計
測された。風速条件は，4 m/s，8 m/s，12 m/s の 3 通りにおいて，水中音およびタワーの振
動を計測予定であったが，風速 4 m/s の計測は海面の凍結のため実施されなかった。ただし，
それ以前に記録されていた風車全基が運転中の長期観測データがあり，これを代替として使
用することにした。 
 上記の目的(1)～(6)についての調査結果は以下のとおりである。ただし，(6)については本
研究との関連性が低いため省略する。 
 
(1) 風車 1 基からの水中放射音の特性 
 4 号機のみ運転状態での水中音と全ての風車が停止している状態での水中音の計測結果を
比較した結果，3 Hz 以上の周波数帯において風車運転中の水中音圧レベルの上昇が確認され
た。図 5-3 は風車 4 号機から 83 m 地点のハイドロホンで計測した，風速 14 m/s の条件に
おけるそれぞれの場合の水中音データの周波数特性である。最も音圧レベルの高い周波数は
約 175 Hz で 125 dB re 1 µPa，背景雑音との差は 40 dB re 1 µPa 以上であり，その約 2 倍，
3 倍，4 倍の周波数付近にも比較的大きなピークが現れた。また，175 Hz に次いで背景雑音
との差が大きかったのは，約 32 Hz で約 106 dB re 1 µPa，背景雑音とのは約 30 dB re 1 µPa，
続いて約 60 Hz で約 107 dB re 1 µPa，背景雑音との差は約 25 dB re 1 µPa であった。また
風車の運転時水中音および背景雑音の両方に 50 Hz のピークが出現し，これは交流電流の周 
 24 
 
 
図 5-3 風車全基停止中と 4 号機のみ運転中の水中音の周波数特性の比較 [41] 
（ピンク：停止中，青：4 号機運転中） 
 
波数であると説明している。 
 
(2) 風車からの騒音発生メカニズム 
 上記の水中音計測結果を風車タワーの振動計測結果と比較した結果，水中音計測データに
見られたほとんどのピーク周波数はタワーの振動計測データでも確認できた。このことから，
水中音のピーク周波数はタワー振動に由来していることが分かり，また，タワー振動は主に
ギアボックスから発生していると述べている。さらに，各周波数の音源について，ギアボッ
クスの各ステージの基本周波数とその高調波であることを示している。 
 
(3)周波数ごとの距離減衰の様子 
 浅海域では水深が一定で減衰影響がなければ円筒拡散のみの影響で距離の増加によって減
衰するが，実際には海底面による音の減衰や水深の変化の影響がある。そこでこの報告書で
は，この調査において設置された 3 つのハイドロホンでの計測結果より，当該海域の実際の
減衰特性を推定している。4 号機のみ運転時の各地点のハイドロホンで計測したデータにつ
いて，各周波数の音圧レベルの変化を検証した結果，円筒拡散では距離が 2 倍になると音圧
レベルが 3 dB re 1 µPa 低下するのに対し，この海域では各周波数の平均で約 4 dB re 1 µPa
低下していることが分かったと述べている。 
 
(4)風速による音圧レベルの変化 
 図 5-4 は風車 4 号機から 83 m 地点のハイドロホンで計測した，各風速条件での風車運転
中および停止中の水中音計測データの周波数特性である。この図から，風速が大きいときに
は水中音の音圧レベルも上昇しているが，同時に背景雑音のレベルも上昇していること，ま
た，風速によって風車の回転速度が変化するため，水中音の卓越周波数も変化していること 
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図 5-4 風車運転中および停止中の水中音と風速の関係 [41] 
（青：風速 4 m/s・風車運転中，ピンク：風速 8 m/s・風車運転中，黄色：風速 13 m/s・風
車運転中，紫：風速 8 m/s・風車停止中，水色：風速 13 m/s・風車停止中） 
 
が明らかになったと述べている。 
 
(5)複数基の風車からの相互干渉と全体の音場への影響 
 各地点に設置したハイドロホンによる，風車全基の運転状態から 1 基ずつ停止し，全基停
止するまでの水中音の変化を検証したところ，4 号機に最も近い地点のハイドロホンでの計
測データでは，4 号機の停止によって水中音圧が急激に低下し，その後，1 基ずつ停止する
につれて徐々に音圧も低下して行く様子が確認された。このことから，複数の風車による相
互干渉影響が存在すると考えられると述べている。 
 
 この報告書では最後に今後の課題として，魚類は音圧よりも水粒子の加速度に敏感なので，
計算による予測および計測によってこの加速度の特性を検証したい，また，複数基の風車か
らの放射音の相互作用についてより詳細に調査したい，さらに，ギアボックス内の音源の隔
離やタワーの設計変更による騒音低減方法について検証したいと述べている。 
 
5.3. 着床式洋上風力発電施設の運用中および建設中の水中騒音の調査例 [42] 
 Betke ら [42]は，ドイツ環境省の事業として着床式洋上風力発電施設の運用中および建設
中の水中騒音を計測した結果を報告している。図 5-5 は定格出力 1.5 MW の着床式洋上風力
発電施設から 110 m の距離に設置したハイドロホン（Reson TC 4032）によって計測された
水中音の周波数特性と，アザラシ・アシカ類およびネズミイルカ属の聴覚閾値を示した図で
ある。この図から，風車の出力によって放射される水中音が変化していることが分かり，こ
れは異なる 2 セットの歯車の周波数による変化と推測されている。また，アザラシ・アシカ
類およびネズミイルカ属の聴覚特性と比較すると，風車運用中の水中音は「これら生物の聴
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覚器官に損傷を与えるレベルではないが」，聴覚閾値を越えているため「その行動には何らか
の影響を与えるかもしれない」と考察されている。 
 なお，この研究では運用中の風車タワーの壁面の振動も同時に計測しており，陸上の沿岸
部に設置されている 2~2.5 MW の風車タワーの振動が図 5-5 の計測対象とした洋上風車の
タワー振動より大きいという結果が得られたため，「これらの大型風車を洋上に設置した場合，
図 5-5 より大きな水中音が発生する可能性がある」と考察されている。 
 さらにこの研究では，風車基礎の杭打ち時に発生する水中騒音の計測も行っており，図 5-6
と図 5-7 はそれぞれ，着床式洋上風力発電施設の建設地から 400 m 離れた地点で計測した
パイル打設音の時刻歴および周波数特性を示したものである。また，図 5-8 は各地点で計測
された音圧レベルの距離による減衰の様子を示したものであり，これは球面拡散（距離が 2
倍になると 6 dB re 1 µPa 減衰）と円筒拡散（距離が 2 倍になると 3 dB re 1 µPa 減衰）の
中間に位置し，距離が 2 倍になると 4.5 dB re 1 µPa 減衰していると推測されている [42]。 
 
 
図 5-5 風車の出力・風速別に計測した水中音の周波数特性とアザラシ・アシカ類およびネ
ズミイルカ属の聴覚閾値 [42] 
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図 5-6 着床式洋上風力発電施設の建設地から400 m離れた地点で計測したパイル打設音の
時刻歴特性 [42] 
 
 
図 5-7 着床式洋上風力発電施設の建設地から400 m離れた地点で計測したパイル打設音の
周波数特性（300 打の平均） [42] 
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図 5-8 計測された水中音の音圧レベルの距離減衰 [42] 
 
5.4. 着床式洋上ウィンドファーム建設中の水中騒音調査結果とその海産哺乳類への影響の
推定 [43] 
 Bailey ら [43]は，英国の風車基礎の杭打ちによる水中騒音の調査を実施し，調査結果を海
産哺乳類の聴覚特性と比較することでその影響を評価している。図 5-9 および図 5-10 はそ
れぞれ，風車基礎の杭打ち中にハイドロホン（Brüel and Kjaer，8104，8105）で計測した
水中音の時刻歴および周波数特性である。図 5-11(a)は計測された水中音の音圧レベルの距
離減衰の様子を示しており，減衰曲線は以下のように推定されている。 
 SPL(r) = 250− 20 log r − 0.0004 r                   …(5-1) 
 
ただし，SPL(r)は音源からの距離 r[m]における音圧レベル[dB re 1µPa]である。 
 ところで，打設は 20 分間の“Soft start”期間を設けており，1 打あたり 63 kJ から開始
し，徐々に増加して 200 ~ 400 kJ になったと報告されている。この“Soft start”期間中の
それぞれの打設音について，推定された減衰曲線を用いて音源音圧レベルを推定した結果と
打設エネルギーの関係を示したのが図 5-11 (b)である。この図より，音源音圧レベルと打設
エネルギーは正比例の関係にあることが分かった。 
 さらにこの研究では，これらの推定結果を基に海産哺乳類への影響を評価している。海産
哺乳類への影響としては，重大なものから順に，(1)聴覚の損傷または永久的な聴覚閾値の変
化（PTS: Permanent Threshold Shift），(2)一時的な聴覚閾値の変化（TTS: Temporary 
Threshold Shift），(3)行動阻害，(4)可聴，となっており，今回の打設音の音源および距離減
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衰の推定結果から，クジラやイルカなどの鯨類では音源から 5 m，アザラシやオットセイな
どのひれ足類では 20 m以内に接近するとPTSが発症すると考えられ，TTSはそれぞれ 10 m
と 40 m 以内で発症すると考えられる。また，強い拒否行動を起こすのはネズミイルカ類で
20 km 以内，ひれ足類で 14 km 以内，バンドウイルカは 50 km 以内，ミンククジラは 40 km
以内と推定される。可聴範囲はこれら全種について最も敏感な 10 kHz の音であれば，音源
から 70 km 離れて背景雑音に紛れるまで認知可能であると推定されている。 
 “Soft start”は開発者の環境保護計画のキーとなる手法であり，この研究を通して，“Soft 
start”によって水中音レベルが徐々に上昇していることを示すことに成功した。この手法に
よって海棲生物にとって有害なレベルになる前に警告を出し，これら生物が泳ぎ去ることが
できると考えられるが，これを検証した例はこれまでにないとのことである。さらなる環境
影響低減策としてバブルカーテンの導入があるが，この研究対象海域は水深が大きく設置が
困難であったと述べている。また，海棲生物の聴覚や行動に関する情報はまだ十分にはなく，
これらの情報の充実により水中騒音についての理解も深まると述べている。 
 
 
図 5-9 着床式洋上風力発電施設の建設地から(a)100 m，(b)710 m，(c)1520 m，(d)4550 m
離れた地点で計測したパイル打設音の時刻歴特性 [43] 
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図 5-10 着床式洋上風力発電施設の建設地から 100 m および 1520 m 離れた地点で計測し
た水中音の周波数特性（3 秒間のデータより） [43] 
 
 
図 5-11 (a)計測された水中音の音圧レベルの距離減衰と(b)推定音源音圧レベルと打設エネ
ルギーの関係 [43] 
 31 
 
5.5. 浮体式洋上風力発電施設の供用時における水中音観測 [44] 
 第 1 章でも述べたように，環境省は長崎県五島市椛島沖において浮体式洋上風力発電実証
事業を実施しており，2013 年度からフルスケールの実証機（2.0 MW 風車搭載のハイブリッ
ドスパー型浮体式洋上風力発電施設）を使った実海域実験を実施中である。この実証機周辺
海域への水中放射音の伝搬状況把握のため，環境省委託業務の一部として，実証機の浮体振
動および周辺海域の水中音観測が実施された。 
 
(1) 観測日時と風速 
・観測日時：2014 年 2 月 21 日～22 日 
・風速：5.1~5.4 m/s（2 月 21 日），1.8~2.3 m/s（2 月 22 日） 
 ※風速はナセル風速計による平均値 
 
(2) 観測方法 
 実証機からの水中放射音の調査は，実証機の東西南北の各方向に，実証機からの距離を変
えて，各地点で風車稼働時と非稼働時のそれぞれにおいて 5 分間水中音を計測した。ただし，
2 月 22 日に実施した南北ラインの計測は，風速が低かったため，風車稼働時の水中音は計測
できなかった。 
 振動計測は，予め実証機浮体内部に設置した加速度計により計測し，水中音の観測と同時
に記録した。加速度計は浮体鋼製部内壁に 4 台設置した。設置位置は 4 台全てについて喫水
面から 15 m であり，同一円周上に 90 度ごとに 1 台ずつ配置されている。 
 
(3) 観測結果 
 風車稼働時および非稼働時の時間別・周波数別の音圧スペクトルから，以下の特徴が確認
された。 
 
＜風車稼動時＞ 
・30 Hz 付近に基本周波数を持つ 2 種類の高調波が発生し，風車の回転に伴い周波数が変化
している。 
・基本周波数 60Hz の高調波が発生し，第 2 高調波（120 Hz）の音圧が最も高い。 
 
＜非稼働時＞ 
・基本周波数 120Hz の高調波が発生し，基本周波数（120Hz）の音圧が最も高い。 
 
 また，水中音と浮体振動の同時測定結果から，稼働時・非稼働時の差を見ると，水中音と
浮体振動は同様の傾向を示している。また，浮体振動に現れている線スペクトルは，60Hz
間隔と 120Hz 間隔の水中音に対応している。これらから，浮体振動が水中音の発生源になっ
ていることが分かった。 
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5.6. 着床式洋上ウィンドファームからの水中放射音の魚類への影響の推定 [45] [46] [47] 
[48] 
 Kikuchi [45]は洋上ウィンドファームの建設準備中，建設中，運用中の水中放射音に関す
るデータおよび魚類の聴覚特性に関するデータを整理し，これら水中音が魚類の聴覚器官や
行動に影響を及ぼす範囲について考察を行っている。 
 この研究ではまず，運用中に発生する水中音の音源および伝搬経路について，ロータの回
転による風切り音やナセル内の機器の振動の一部が空中に放射され，これらの音が水中に入
射するルートや，ナセルからの振動がタワーと基礎を介して海底から海水中に放射されるル
ート，ナセルからの振動がタワーの下部から水中に伝搬するルートが考えられることを紹介
し，この中で最後のルートの影響が最も大きいと紹介している。また，魚類の水中音に対す
る反応について，聴覚閾値，TTS，PTS について説明し，魚類が TTS を発症する音圧レベ
ルが哺乳類や鳥類と比べて低いことを示すとともに，魚類の聴覚に損傷を与えた実験結果や
魚類の音からの逃避行動に関する調査結果，および音による魚類の血中ストレス物質の変化
に関する実験結果を紹介している。 
 これらを踏まえた上で，海洋の背景雑音，建設前および建設中の水中騒音，運用中の水中
騒音，魚類の聴覚に関するデータを紹介し，音源からの距離による魚類への影響を上述の
Bailey ら [43]と同様に可聴範囲，行動に影響がある範囲，TTS の発症する範囲，PTS の発
症する範囲の 4 つのカテゴリーに分類できることを述べている。また，TTS や PTS は建設
中の施設に接近した場合に発生し得ることや，運用中の騒音でも聴覚に優れた魚類であれば
4 km 以内，通常の聴覚を持つ魚類でも 1 km 程度以内で聴覚閾値を越え，魚類の行動または
ストレスに影響する可能性があると述べている。 
 最後に結論として，洋上ウィンドファームの運用中の水中音の調査例は未だ少なく，また，
水中音の魚類への影響については海産哺乳類に比べて，これまでほとんど注目されてこなか
ったが，この研究で示すように洋上ウィンドファームからの水中放射音は魚類にも影響を及
ぼす可能性があることを主張するとともに，洋上ウィンドファームを水中騒音のデータベー
スに含めることで EU は首尾一貫した効率の良い環境政策の枠組みを維持できると助言して
いる。 
 また，Wahlberg ら [46]も同様に，風車運用中の水中騒音と魚類の聴覚特性についてレビ
ューし，その影響の推定を行っている。 
 Gill ら [47]も風力発電施設の建設中および運用中の魚類等の沿岸域生物の，騒音，電磁場，
衝突等の直接的影響および食物連鎖の変化や再生産への影響等の間接的影響についてレビュ
ーを行い，その影響低減法について検討している。 
 Thomsen ら [48]はマコガレイ（Dab），タイセイヨウサケ（Atlantic Salmon），タイセイ
ヨウタラ（Atlantic Cod），タイセイヨウニシン（Atlantic Herring），タイヘイヨウニシン
（Pacific Herring）の聴覚閾値を文献により調査し，図 5-12 のようにまとめた上で，洋上
風力発電の建設中および運用中の水中音に関する文献調査結果を示し，それぞれの音に対す
る各魚種の反応や身体的損傷の発生の有無を，風力発電施設からの距離に関連付けて考察し
ている。（海産哺乳類についても同様の調査を行っている。） 
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図 5-12 各魚種の周波数別聴覚閾値 [48] 
 
5.7. 洋上風力発電の海産哺乳類への影響調査例 [49] [50] [51] 
 ここまで紹介した文献は，洋上風力発電の建設中または運用中に発せられる水中音の調査
結果と，海棲生物の聴覚特性に関する文献調査結果を基に，これらの水中音が海棲生物に影
響を与えるかどうかを推定したものがほとんどであり，実際に生物の行動等を調査したもの
ではなかった。以下では，実際に施設を建設する前後で生物の数等を観測した結果を紹介す
る。ただし，これらは施設の建設や運用による変化を示すことにはなるが，その原因が水中
音とは言い切れないことに注意が必要である。 
 Teilmann ら [49]は，世界初の大規模洋上ウィンドファーム，バルト海の Nysted Offshore 
Wind Farm（2.3 MW 風車 72 基）において，その建設前から建設中，運用中にかけて 10 年
以上に渡るネズミイルカ属への影響の調査を行った。ファーム内およびファームから 10 km
東に離れた対照エリアで，ネズミイルカ属のエコーロケーション活動をモニタリングしたと
ころ，ウィンドファーム内ではその建設前と比べてネズミイルカ属のエコーロケーション活
動がはっきりと減少しており，現在も完全には回復していないことが分かった。この回復に
ついて Teilmann ら [49]は，ネズミイルカ属の慣れまたは，漁獲量の減少や人工漁礁効果に
よる環境の富化によるものと考えられると述べている。 
 また，Thompson ら [50]はスコットランドの北東部における 5 MW の洋上風力発電施設 2
基の建設中において，クジラ類が基礎の杭打ちによる騒音に反応を示すかどうか，音響モニ
タリングによって調査した。その結果，長期的には劇的な変化はなかったが，建設地から 1~2 
km の範囲でネズミイルカが短期的な擾乱反応を示したことが報告されている。 
 さらに，Skeate ら [51]は洋上ウィンドファームの建設によるアザラシおよびハイイロア
ザラシへの影響を調査している。その結果，建設前の 2002 年および 2003 年に比べると，建
 34 
 
設中の 2004 年は，餌の捕獲等のために一時的に上陸するアザラシの数がかなり減少し，建
設後の 2005 年および 2006 年の調査結果では回復しつつあるが元の水準には達していない。
一方，ハイイロアザラシについて同様に調査した結果，上記の結果とは逆に 2004 年の建設
中に増加し，建設後もその数を維持している。この結果から，ウィンドファームの建設によ
ってこれら 2 種の間に何らかの相互作用が働いたと考えられる。しかし，ハイイロアザラシ
がより広い範囲で増殖し続けていることを考えると，ウィンドファームの建設に関係なく増
加した可能性もあり，今回得られた限られたデータだけでは，これらの変化の要因がウィン
ドファームの建設かどうかを断定することはできないと述べている。 
 
5.8. 洋上風力発電の魚類への影響調査例 [35] [52] [53] 
 魚類についても海産哺乳類と同様，ここまでに紹介したように，水中音の調査結果と魚類
の聴覚特性の文献を照らし合わせて反応の有無を推定したものが多い。実際に施設の建設に
よる魚類への影響を調査した例は少ないが，以下の様なものが存在する。 
 Nedwell ら [35]は杭打ち工事中に発生する水中騒音に対する魚類への影響を評価するた
め，杭打ち地点からの距離を変えて，籠に入れたトラウトサーモンの反応や行動を観察した。
この工事では，径の異なる複数本のパイルを，“impact piling”と呼ばれる衝撃による杭打
ち方法と，“vibropiling”と呼ばれる振動による杭打ち方法の 2 種類の方法で設置した。観
察の結果，トラウトサーモンはいずれのパイル径のどちらの方法による打設中においても，
驚いた反応や活動レベルの変化もなく，身体的な損傷も生じなかったと報告されている。 
 Perrow ら [52]は，コアジサシ（日本環境省でもレッドリストの危急種として指定されて
いる鳥類）の餌となる魚類に対する洋上風力発電の影響を調査した。表面のトロール漁法に
よる魚類の量の調査を洋上風力発電施設 30 基の建設前と建設後に実施した結果，建設前の
2002 年および 2003 年に比べて，施設が建設された 2004 年以降，ニシンの量がかなり少な
くなっていることが確認された。これは冬季の産卵期におけるモノパイル基礎の打設が原因
ではないかと考えられている。餌となるニシンの減少によって，コアジサシの餌の取得率も
低下していることが確認されている。 
 Hvidt ら [53]は Horns Rev Offshore Wind Farm において，水中音響モニタリングによる
魚群の探知を行い，ウィンドファームの存在による影響を調査した。その結果，風車の基礎
付近とその対象海域の間で，統計的には差が認められなかったと報告されている。 
 
5.9. 騒音による魚類のストレス反応や聴覚への影響の実験例 [54] 
 Scholik ら [55]は，ファットヘッドミノー（コイ科の淡水魚）の聴覚に対する水中雑音の
影響を調査した。ファットヘッドミノーを 0.3～4.0 kHz のホワイトノイズ（142 dB re 1µPa）
に暴露し，聴覚脳幹反応プロトコルを用いて計測したオーディオグラムを，雑音に暴露して
いないファットヘッドミノーのオーディオグラムと比較した結果，計測した 8 つの周波数の
うち 5 つの周波数の聴覚閾値がかなり高くなっていたことが分かった。また，その回復は，
雑音への暴露期間や周波数によって異なることが分かったと報告されている。 
 Hastings ら [56]はアストロノータス（スズキ目の魚類）の聴覚器官に対する低周波音の
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影響を実験調査した。周波数を 60 Hz または 300 Hz の 2 種類，負荷サイクルを 20 %または
連続の 2 種類，音圧レベルを 100，140，180 dB re 1µPa の 3 種類，暴露期間を 1 日または
4日で実験を行った結果，300 Hz，180 dB re 1µPaの連続音に4日間暴露された魚類にのみ，
聴覚器官に小さな損傷が確認されたと報告されている。 
 Smith ら [54]は，背景雑音を大きくすることによる金魚のストレスと聴覚に対する短期お
よび長期影響を実験評価した。110~125 dB re 1µPa と，160~170 dB re 1µPa の 2 種類の雑
音に金魚を暴露し，血しょうコルチゾールとグルコース濃度を計測することで身体的ストレ
スを検証，聴覚脳幹反応を使って聴覚能力を検証した。その結果，長期的には身体的ストレ
スへの影響は現れなかったが，短期的には血しょうコルチゾール濃度の上昇が確認された。
聴覚能力への影響は，10 分間の雑音への暴露によって聴覚閾値の変化が起こり，24 時間ま
ではほぼ比例して聴覚閾値の変化が起こり，最大で約 28 dB re 1 µPa 上昇した。それ以上長
時間の暴露では聴覚閾値の変化は増加せず，聴覚損失は 24 時間以内に最大値に漸近するこ
とが分かった。また，21 日間雑音に暴露した金魚でも 14 日間の回復期間によって元の聴覚
閾値まで回復したと報告されている。 
 
5.10. レビュー結果のまとめ 
 本章では，洋上風力発電施設の環境影響のうち，施設からの水中放射音とその生物影響に
焦点を絞り，先行研究・調査事例を整理した。その結果，施設からの水中放射音の調査や生
物の水中音に対する反応を調査した例はいくつかあるものの，両者を別々に調査したものが
多い，つまり，施設放射音の調査結果を生物の聴覚特性に関する文献と照らし合わせて，聴
覚可能かどうか，または聴覚に損傷が起こるかどうかを推測したものが多く，生物実験を行
う際に施設放射音の周波数特性や音圧レベルの調査結果を踏まえて実施している例はほとん
どない。 
 また，洋上風力発電施設の設置海域において，施設設置前後の生物の様子を観測した例も
あるが，その変化が施設からの水中音によるものであるかどうかは明確になっていない。特
に海外では海産哺乳類への影響が重視されており，魚類への影響に関する調査例が少ないが，
我が国では漁業権が強く，このような海洋開発を行う場合，漁業関係者との調整が非常に重
要となる。 
 以上の結果を踏まえ，本研究では，第 6 章において国内の洋上風力発電施設について運用
中および建設時の水中音観測を行い，施設からの水中放射音の周波数特性および音圧レベル
を明らかにし，第 7 章において，この調査結果を参考にしつつ，施設運用中を想定して設定
した水中音に魚類を連続的に暴露して摂餌行動や成長への影響を評価する実験を行うことで，
施設放射音の魚類への慢性影響の評価手法を提案する。 
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6. 洋上風力発電施設周辺での水中音観測 
 本章では，国内の着床式および浮体式洋上風力発電施設について，運用時や建設時に発生
する水中放射音を観測した結果を紹介する。 
 
6.1. 着床式洋上風力発電施設の供用時における水中音観測 
ウィンド・パワーかみす洋上風力発電所（茨城県神栖市南浜地先，図 6-1）の 1 号機デッ
キ上にて水中音と空中音の同時計測を実施した。詳細を以下に示す。 
 
6.1.1. 観測日時と気海象条件 
・観測日時：平成 23 年 9 月 27 日 15:10～16:00 
・気海象条件：晴れ，気温 20 ℃，風向 北北東（1 号機のログより），平均風速 10.4 m/sec，
うねり波高約 3～4 m（目視） 
 
6.1.2. 主な観測機器 
・ハイドロホン（オキシーテック，OST2130）：1 台 
・ハイドロホン用アンプ（オキシーテック，OST4300）：1 台 
・騒音計（RION，NL-15）：1 台 
・リニア PCM レコーダー（SONY，PCM-M10）：1 台 
 
 
図 6-1 観測の対象としたウィンド・パワーかみす洋上風力発電所（茨城県神栖市南浜地先） 
 
6.1.3. 観測方法 
ハイドロホンを水深約 3 m に，騒音計をデッキ床上約 1.5 m（水面から約 10 m）にそれ
ぞれ設置した（図 6-2）。風車の運転中および停止中における放射音を連続観測し，さらにタ
ワー内の空中音も観測した。水中音および空中音のデータ記録条件はサンプリング周波数 48 
kHz，16 bit とし，水中音はハイドロホンからアンプを介して，空中音は騒音計から直接リ
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ニア PCM レコーダーに録音した。水中音観測については，ハイドロホンの波浪による揺れ
を低減するため，ハイドロホンを錘付きロープに固定した（図 6-3）。現場の水深が 3 m～5 m
程度のため，ハイドロホンが水深約 3 m に設置できるように水中に降下した。 
水中音および空中音（タワー外）の計測は風車の回転中から開始し，約 10 分後に風車の
停止に入り，完全に停止した時点から約 5 分後に再起動させた。再起動後，定格速度まで戻
った時点からさらに約 3 分後に計測を終了した。この一連の変化を連続記録した。その計測
時間のイメージを図 6-4 に示す。一方，風車タワー内の空中音計測は，これらの計測終了後
に約 5 分間計測した。 
 
 
図 6-2 水中音観測の様子（右図のハイドロホンケーブルの先が左図の風車基礎付近） 
 
 
図 6-3 ハイドロホンの固定方法 
錘
5kg
錘付ロープ
1.0m
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図 6-4 風車の運転状況と水中音計測時間のイメージ 
 
6.1.4. データ解析方法 
上記の観測において記録した水中音および空中音のデータについてスペクトル解析を行っ
た。観測データには砕波音が混入するなどしており定常音ではないため，ここでは 30 秒間
のデータの平均スペクトルを算出した。1 度にフーリエ変換するデータ数は 65,536（= 2 ）
個（約 1.365 秒間）であり，これを 1 秒ごとに解析して 30 秒間の平均とした（つまり 0.365
秒間ずつ重複して解析している）。周波数分解能は約 0.732Hz（=48,000/65,536）である。
なお，低周波音に着目しているため，2 kHz 未満を解析対象とした。 
風車回転中のタワー内空中音，風車の回転中および停止中における水中音，空中音のスペ
クトル解析結果を次項に示す。 
 
6.1.5. 解析結果 
 風車回転中のタワー内の空中音データ解析結果から 8，30，100，150 Hz 付近にピーク周
波数が確認された（図 6-5）。また，風車回転中および停止中の水中音データ解析結果を比較
すると，風車回転中は全体的にレベルが高く，風車停止中の水中音には含まれていない，30，
80，145 Hz 付近の 3 つのピーク周波数が現れており（図 6-6），30 および 145 Hz について
は，上述の通りタワー内空中音にも近い周波数のピークが含まれている。これらのピークは
風車停止後に再起動したあとにも，再び同じ周波数に出現した（図 6-7）。なお，これらの水
中音観測データは，砕波音が大きい場合には全体の音圧レベルが上がることでピーク周波数
の音圧レベルを超えてしまい，これらのピークが見えなくなることが分かった（図 6-8）。風
車停止中には東日本の電源周波数である 50 Hz のピークが確認できたが，ほかに目立ったピ
ークは確認されなかった。この周波数は風車内の電気設備から発生していると考えられるた
め，風車の回転中および停止中のいずれにおいても発生していると考えられるが，風車回転
中には低周波域全体の音圧レベルが上昇したため，このピークがはっきりと確認できなかっ
たと推測される。 
 一方，タワー外における空中音観測データの解析結果を見ると，防風スクリーンを装着し
ない状態での空中音データからは明確なピークは確認できなかったが，防風スクリーン装着
時間
風車運転
状況 通常 通常
停止
水中音計測
5分 5分
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後のデータでは約 380 Hz のピークが出現した（図 6-9）。ただし，この周波数の音源は特定
できていない。 
 
 
図 6-5 風車回転中のタワー内空中音の解析結果 
（音圧レベルの基準値は 20 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
 
 
図 6-6 風車回転中および停止中の水中音の解析結果の比較 
（音圧レベルの基準値は 1 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
 
図 6-7 風車停止前および再起動後の水中音の解析結果の比較 
（音圧レベルの基準値は 1 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
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図 6-8 風車回転中の水中音に対する砕波音の影響の比較 
（音圧レベルの基準値は 1 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
 
 
図 6-9 風車回転中および停止中のタワー外空中音の解析結果の比較 
（音圧レベルの基準値は 20 μPa，右図は左図の横軸拡大） 
 
 また，これらの空中音および水中音のパワースペクトルの時間変化を図 6-10 から図 6-13
に示す。図 6-10 および図 6-11 より，上記で議論してきた周波数の音は，瞬間的に発生した
ものではなく，安定して発生し続けていることが分かる。このことから，これらの音源は砕
波音のような一次的なものではなく，風車内で連続的に発生している機械音のようなもので
あることが推測される。さらに，図 6-12 から，風車停止中は常にこれらの周波数の連続音
が消えていることが確認でき，図 6-13 からは，風車タワー外の空中にこれらの音がほとん
ど漏れていないことが確認できる。 
 
6.1.6. 観測結果の考察 
 これらの解析結果から，風車回転中は停止中と比べて施設周辺の水中音の音圧レベルが高
く，タワー外の空中音観測データでは低周波域の音圧レベルだけが高いことが分かった。そ
れぞれのデータについて周波数に着目してみると，水中音については 30 Hz と 145 Hz 付近
にピークがあるという点でタワー内空中音と共通しているが，タワー外空中音には共通の周
波数にピークは確認できない。この結果から，タワー内に存在するピーク周波数の音は，タ
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ワーの外部には伝わりにくく，タワー内から基礎を介して水中に伝搬する可能性が高いこと
が予想される。これは前章の調査結果 [34] [41]でも示されているように，風力発電施設から
の水中放射音の伝搬経路は空中からの寄与度が低く，構造物を介して水中に伝搬する経路が
主であることを裏付けるデータである。 
 共通ピークが現れた周波数について風車メーカーに問い合わせたところ，30 Hz は発電機
の定格速度，140~150 Hz は冷却ファンの回転速度に対応していることが分かった。
Ingemansson Technology AB の調査結果 [41]においても，約 32 Hz のピークが出現してお
り，この音源をギアボックスからの発生音と推定している。しかし，水中音観測データにつ
いて砕波音の影響を検証したところ，砕波音が大きいときにはこれらの共通周波数のピーク
は砕波音に隠れてしまうことが分かり，風車からの水中放射音の大きさは砕波音と比べて小
さく，その影響は限定的であることが予想される。 
 これらの結果は，風車運転中の水中音は周波数および音圧レベルが低いという Nedwell
ら [34]の調査結果と一致する。また，Ingemansson Technology AB の報告書 [41]や Betke
ら [42]の報告においても，風車の運転によって音圧レベルが上昇するのは低周波域が主であ
り，音圧レベルもさほど大きくないことが分かる（図 5-3 および図 5-5）。なお，これら 2
つの報告は観測対象の風車の定格出力が 1.5 MW であり，かつ，水中音計測点の風車からの
距離がそれぞれ 83 m と 110 m であるために，本研究の観測条件（定格出力 2 MW，風車基
礎の直近で計測）と比べてやや低い音圧レベルが計測されていると考えられる。例えば 30 Hz
付近の周波数の音圧レベルは本研究では約 125 dB であるのに対し，Ingemansson 
Technology AB の報告書 [41]では 32 Hz が約 106 dB，Betke ら [42]の報告では 31.5 Hz が
約 100 dB となっている。ただし，背景雑音との差を比較すると，それぞれ約 20 dB，約 30 
dB，約 26 dB となっており，本研究での観測結果が最も背景雑音との差が小さいことになる。 
 さらに，浮体式施設の運用時 [44]と比べても観測結果に類似性が確認でき，風車運転中に
のみ 30 Hz 付近にピークが現れている点で共通している。これらのことから，着床式か浮体
式かに関わらず，風車の運転中に30 Hz前後の周波数の水中音が発生していたことが分かる。 
 そのほか，一般的に風車の騒音源として着目される周波数は，風車回転数，タワーとブレ
ードとの空力的干渉から発生するブレード周波数（風車回転数×翼数）である。本章の観測
対象とした風車の諸元 [57]より，前者は 0.18～0.33 Hz 程度、後者は 0.56～0.98 Hz 程度で
ある。しかしハイドロホンの特性上，20 Hz 未満の周波数は計測できないため，本観測では
これらの周波数を確認できなかった。また，風車の風切り音なども一般的に風車からの騒音
源として考えられているが，その周波数等は明確になっていない。このような周波数不明音
については，水中音への影響を直接評価することはできないが，上述の通り，タワー外空中
音データと水中音データに共通する周波数ピークが見られないことから，風車の風切り音の
ような空中で発生した音が水中に侵入している可能性は低いと考えられる。 
 一方，風車停止中の水中音に関しては，本章の観測においては東日本の交流電流の周波数
である 50 Hz のピークが確認された。Ingemansson Technology AB による報告書 [41]にお
いても，交流電流ノイズとして 50 Hz のピークが風車運転中および停止中に共通して現れて
いる。本研究で風車運転中にこの周波数ピークが明確に確認できなかったのは，風車の運転
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または背景雑音の変化による影響でこのピークが隠れたためと考えられる。このことから，
風車停止中に放射される水中音の影響も非常に小さいことが予想できる。 
 以上の考察結果から，洋上風力発電施設からの水中放射音は，タワーおよび基礎を介して
水中に伝播している可能性が高いこと，および，風車運転中および停止中のどちらにおいて
も音圧レベルが低く，砕波音等の背景雑音に紛れるレベルであり，これらの影響は限定的と
推定された。また，前章での文献調査の結果との比較により，海外の着床式洋上風力発電施
設の運用時の水中放射音観測結果との類似性が確認できた。 
 
 
図 6-10 風車回転中のタワー内空中音パワースペクトルの時間変化 
 
 
図 6-11 風車回転中の水中音パワースペクトルの時間変化 
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図 6-12 風車停止中の水中音パワースペクトルの時間変化 
（風車停止の途中，123 秒付近で完全停止） 
 
 
図 6-13 風車回転中のタワー外空中音パワースペクトルの時間変化 
（風車再起動の途中，107 秒付近で定格運転再開） 
 
6.2. 着床式洋上風力発電施設の建設中における水中音観測 [58] [59] 
 平成 24 年 6 月に，前節の施設に隣接した沿岸部に建設中であったウィンド・パワーかみ
す第 2 洋上風力発電所 7 号機（図 6-14，図 6-15）のモノパイル基礎打設時における水中放
射音の観測を行い，その時刻歴特性や周波数特性を調査した。また，水中スピーカーを用い
て当該海域における水中音伝搬特性を調査し，これらの調査結果から，建設時水中放射音の
音源音圧レベルを推定した。なお，本節の内容は主に塩苅ら [58]の発表内容に基づくが，一
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部の計測結果について考察し直した Shiokari et al. [59]の内容を含んでいる。 
 
6.2.1. 観測日時と気海象条件等 
・観測日時：平成 24 年 6 月 18 日 12:30 頃～14:00 頃 
・気海象条件：晴れ，風向 南東，風速 4.6 m/s（気象庁，銚子，13:00），有義波高約 1.0 m
（港湾局） 
・満潮時刻と満潮時の潮位：2:03・225 cm，16:36・210 cm（気象庁，銚子） 
・干潮時刻と干潮時の潮位：9:31・107 cm，21:28・181 cm（気象庁，銚子） 
・月齢：28.1（国立天文台，水戸，正午） 
 
6.2.2. 観測機器 
 本観測では，以下の機器を使用した。これらの機器は全て乾電池で駆動可能であり，ハイド
ロホンによる計測音をリニアPCMレコーダーに記録した。GPSロガーとレーザー距離計は相
対距離計測のために用いた。 
・ハイドロホン （オキシーテック，OST2130）：2台 
・ハイドロホン用アンプ （オキシーテック，OST4300）：2台 
・リニアPCMレコーダー（SONY，PCM-M10）：1台 
・GPSロガー：2台 
・レーザー距離計：1 台 
 
 
図 6-14 対象海域 
（電子国土(http://cyberjapan.jp/)のデータに加筆。●付近が本観測の現場。） 
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図 6-15 打設地点および観測位置 
（電子国土(http://cyberjapan.jp/)のデータに加筆。図 6-14 の●付近の拡大図。各点の位置
は GPS ロガーの緯度経度データより，打設地点からの距離は緯度経度から算出，カッコ内
はレーザー距離計による参考値。水深は航海用電子海図 AlphaMap Pro のデータより，観測
点②の水深を 7 m，⑤の水深を 10 m とし，その他は内挿によって求めた。） 
 
6.2.3. 観測方法 
 打設音の距離減衰の様子を捉えるため，打設地点からの距離を変えて複数地点で観測を行
った。打設地点から 300 m, 200 m, 500 m, 700 m の順に目標とする距離を変えて移動し，
各地点で数分間観測した。ただし，観測中は観測船自体が発する水中音の混入防止を目的と
し，観測船をブラックアウトさせたため，風・波・潮流によって観測船が観測中に移動して
おり，必ずしも目標とする距離では観測ができていない。実際に観測を行った地点と打設点
の位置関係を図 6-15 に示す。これらの観測点を便宜上，計測時間の順に観測点①～⑩とす
る。移動の軌跡を示す矢印の実線は意図的な移動，点線は風・波・潮流による意図せぬ移動
を意味する。 
水中音伝搬状況の深度による差を比較するため，ハイドロホンは 2 セット用意し，観測地
点の水深も考慮して，ハイドロホンの水深がそれぞれ 3 m と 5 m になるように設置した。ハ
イドロホンが波や潮流に流されるのを防ぐため，錘付きロープ 1 本にハイドロホン 2 台を固
定し，ロープを観測船の舷側クリートに固縛した（図 6-3 と同様）。 
 リニア PCM レコーダーの記録設定は，WAVE 形式，サンプリング周波数 48kHz，分解能
16bit とし，2 台のハイドロホンからアンプを介して記録を行った。 
 
6.2.4. 観測結果 
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6.2.4.1. 時刻歴特性 
観測点②，④，⑥，⑦においては観測音がハイドロホンの受波感度レベルを超過（レベル
オーバー）しており，波形の振幅の上下が一部切れている。一例として観測点②および③に
おける観測データをそれぞれ図 6-16 および図 6-17 に示す。これらのデータから，前章での
調査結果 [42] [43]と比べるとやや音圧が小さいことが分かる。 
全観測点での観測データの波形を見ると，打設の時間間隔について，観測点①および②で
の観測時には 6 秒間で 6 回，それ以降は 6 秒間に 5 回の打設音の波形が現れており，それぞ
れ約 0.95 秒と 1.2 秒の間隔で発生していることが分かった。これは作業船の打設作業ログか
らも確認することができた。 
観測点①および②における打設音の波形では，打設音発生直後からそれぞれ約 0.2 秒間お
よび約 0.08 秒間は振幅が大きい状態が続いている。これは打設開始直後であったことから，
モノパイル打設直後の残響により発生音の残存時間が長くなったと考えられる。それ以降は
減衰が早くなっており，振幅も徐々に小さくなった。 
 なお，水深 3 m に設置したハイドロホンによるデータは，水深 5 m に設置したハイドロホ
ンによるデータに比べて振幅がやや小さいが，波形には大きな違いはなかった。両者の若干
の差について，詳細な検討は今後の課題であるが，次節に示す周波数特性でも大きな差はな
く，Over All（OA）値での両ハイドロホンのデータの差は平均 3.3 dB re 1 µPa，最大で 5.1 
dB re 1 µPa であり（表 6-1），以下で検討する距離減衰に対しては無視できる差と判断した。
ここでは，大きめの音圧が出ている水深 5 m に設置したハイドロホンのデータで以下の議論
を進めることとする。 
 
 
図 6-16 観測点②における水中音データの時刻歴特性 
（ハイドロホン水深 5m，下図は上図の横軸方向拡大） 
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図 6-17 観測点③における水中音データの時刻歴特性 
（ハイドロホン水深 5m，下図は上図の横軸方向拡大） 
 
表 6-1 観測した水中音 Over All 値の時間変化 
観測点
番号 時刻 
打設地点から
の距離[m] 打設有無 
Over All 値[dB re 1 µPa] 
ハイドロホン 
水深 3m 
ハイドロホン 
水深 5m 
- 12:39 393 無 125.5 128.1 
① 12:44 370 有 157.5 159.5 
- 12:49 333 無 132.4 132.8 
② 12:56 200 有 162.3 164.7 
③ 13:07 555 有 153.3 157.4 
④ 13:13 493 有 155.3 159.7 
- 13:20 785 無 132.3 132.6 
⑤ 13:29 708 有 151.5 155.9 
⑥ 13:34 657 有 152.8 156.4 
⑦ 13:37 641 有 154.5 158.5 
- 13:42 633 無 131.9 137.0 
⑧ 13:44 631 有 153.0 157.2 
⑨ 13:46 633 有 151.6 155.8 
⑩ 13:51 647 有 147.2 151.4 
- 13:54 663 無 129.7 133.7 
- 13:55 668 無 128.2 131.4 
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6.2.4.2. 周波数特性 
モノパイル基礎打設中の水中音観測データについて，1 打ごとのスペクトル解析を行い，
連続 30 打の平均パワースペクトルを算出した。観測点①における打設開始前の水中音（背
景雑音）および打設中の水中音の解析結果をそれぞれ図 6-18 と図 6-19 に，観測点③におけ
る打設一時停止中の水中音（背景雑音）と打設時の水中音の解析結果をそれぞれ図 6-20 と
図 6-21 に示す。また，全観測点における打設中の水中音の解析結果をまとめて図 6-22 に示
す。打設中の平均パワースペクトルでは，全ての観測点において 100 Hz 以上の周波数帯の
音圧レベルが上昇していた。打設開始直後の観測点①および②では約 111 Hz，約 217 Hz，
約 318 Hz のピーク周波数が現れており，これらは 111 Hz を基本周波数とする基本波とその
第二・第三高調波と考えられる。その後，観測点③以降ではこれらのピークが不明瞭であっ
たり，周波数が多少移動しているところもあるが，全ての観測点においてこれらの周波数付
近の音圧レベルが高くなっていることが確認できた。このことから，打設音の基本周波数は
約 111 Hz であったことが推測される。前章での調査結果においても，Betke ら [42]の計測
結果には 125 Hz 付近に，Bailey ら [43]の計測結果でも 100 Hz 周辺にピークが確認できる
ことから，この周波数帯が打設音の基本周波数であることが推測される。 
また，全観測点でのデータに共通して約 670 Hz のピーク周波数が現れたが，これは音圧
レベルが小さいことから，打設音ではなく，打設に伴って発生する機械音のようなものでは
ないかと考えられる。なお，観測点④以降では観測点①～③のデータと比べて，800～1600 Hz
の周波数成分のパワーが小さくなる傾向があったが，この理由については不明である。 
 
 
図 6-18 観測点①における打設開始前の水中音（背景雑音）平均パワースペクトル 
（12:39頃，370 m（目標 300 m），ハイドロホン水深 5 m，30秒間平均，下図は上図の横軸拡大。） 
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図 6-19 観測点①における打設中の水中音平均パワースペクトル 
（12:44頃，370 m（目標 300 m），ハイドロホン水深 5 m，30打平均，下図は上図の横軸拡大。） 
 
 
図 6-20 観測点⑤における打設一時停止中の水中音（背景雑音）平均パワースペクトル 
（13:20頃，708 m（目標 700 m），ハイドロホン水深 5 m，30秒間平均，下図は上図の横軸拡大。） 
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図 6-21 観測点⑤における打設中の水中音平均パワースペクトル 
（13:29頃，708 m（目標 700 m），ハイドロホン水深 5 m，30打平均，下図は上図の横軸拡大。） 
 
 
図 6-22 全観測点における水中音データの周波数特性 
（ハイドロホン水深 5 m，各地点 30 打の平均，下図は上図の横軸方向拡大，凡例の番号は
観測点番号を示す。） 
 
6.2.5. 当該海域における水中音伝搬特性の調査 
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地点付近で作業船より水中スピーカーを水深約1 mに降下し，予め準備していた模擬音源（単
一周波数音）を再生した。このスピーカー降下地点から約 100 m および約 300 m 離れた地
点で観測船よりハイドロホンを降下し，スピーカーからの再生音を収録した。打設音の観測
時と同様に，ハイドロホン設置水深は 3 m と 5 m，観測中は観測船をブラックアウトした。 
なお，この作業船は船体から 4 本のレグを出して自己昇降が可能であり，本観測時にも船
体は海面より上部に出ていたため，スピーカーから放射された水中音が船体に反射すること
はない。また，レグによる反射は小さく無視できるものと考えた。 
観測の後日，海上技術安全研究所の落下試験水槽内において，ハイドロホンとスピーカー
の距離を 1 m に設定して実験を行い，これを音源音圧レベルの基準として上記の観測データ
と合わせ，水中音伝搬特性の評価に用いた。このとき使用した水槽の大きさは 25 m×15 m，
底面は深さが 1.5 m～3.0 m である。ハイドロホンとスピーカーは水深 1.5 m 側に，図 6-23
に示すように設置した。水槽壁面や底面からの反射が懸念されるので，反射の影響が少なく
なるように水中音の再生時間を短く設定した。観測した波形は作成したものと同一の単一周
波数波形を示し，位相遅れ等の反射波の影響と思われる波形が混入していなかったことから，
本実験においても反射の影響はほとんどないと考えられる。 
 
 
図 6-23 水中スピーカー再生音の音源音圧レベル推定実験の概要 
 
この調査に水中スピーカーを用いた理由は，次の通りである。前章で紹介した
Ingemansson Technology AB [41]は風車運転中の水中音観測データを利用し，各観測点での
共通のピーク周波数に着目して距離による減衰量を推定している。しかし本研究の打設中の
水中音観測データでは打設の進行に伴い音源が変化していることもあり，Ingemansson 
Technology AB [41]の調査結果のように全ての観測点でピーク周波数がぴったり一致しない。
よって，複数のピーク周波数を含む打設時の観測音より，単一周波数の人工的な音源で明確
に背景雑音と区別できる方が良いと考えた。また，水中スピーカーが音源であれば，打設音
の計測と異なり，1 m の距離にも接近して音源音圧を計測することができるという利点もあ
る。以上により，本研究では当該海域の水中音伝搬特性の調査のために水中スピーカーを用
いて単一周波数音を発生させ，これを当該海域の複数地点で計測することにした。 
上記の観測および実験によって得られたデータを表 6-2 に示す。このうち，スピーカーか
らの距離 1 m において計測したデータを音源音圧レベルとして設定し，このレベルからの減
衰を計算した。減衰の計算式を以下の式(6-1)に示す。 
 p(r) = p − TL(r)                       ...... (6-1) 
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ここで， r は音源からの距離[m]を表わし，p(r)は距離 r における音圧レベル[dB re 1 µPa]，p は音源音圧レベル[dB re 1 µPa]，TL(r)は距離 r に到達するまでの音圧レベルの減衰量[dB 
re 1 µPa]を示す。 TL(r)を伝搬損失（Transmission Loss）といい，以下のように表わされる [60]。 
 TL(r) = 10 log r + αr                      ...... (6-2) 
 
式(6-2)の第 1 項は拡散損失を表わし，当該海域は水深が浅いため円筒拡散が適切であると
判断した。αは減衰定数であり，これを含む第 2 項は海水中のイオン等による吸収損失を示
すものである。 
 
表 6-2 各観測点における周波数ごとの水中音圧[dB re 1 µPa] 
（距離は目標値であり，カッコ内は実際の観測中の GPS ロガーによる音源との相対距離） 
周波数[Hz] 
距離[m] 125 250 500 1000 
1 139～153 130～140 119～138 139～146 
100 (125～127) 115～124 113～116 105～108 106～113 
300 (276～289) 101～109 103～107 100～102 109～113 
 
減衰定数を求めるためによく用いられる Thorp の式 [61]や Schulkin and Marsh の式 
[62]等では，適用できる水深や周波数域が限定的であり，また，これらは海水中のイオン等
による吸収のみを考慮しているが，当該海域は水深が浅く，海面や海底面による吸収の影響
が大きいと考えられるため，これらの実験式をそのまま用いることはできない。 
そこで，本研究ではこの減衰定数に海水中のイオン等による吸収損失のみでなく，海面や
海底面での吸収による損失を含めた形で推定することとし，減衰定数をパラメータとして変
化させ，当該海域の伝搬特性の表現に適した減衰定数を推定する。ただし音源音圧レベル（ス
ピーカーからの距離 1 m における計測値）にもばらつきがあるため，これを計測値の範囲内
で 1 dB re 1 µPa ずつ変化させ，減衰定数と同様にフィッティングパラメータとして利用す
る。 
図 6-24 は 125 Hz の音源について，約 100 m および約 300 m 地点で計測された水中音圧
データに合うように減衰定数を調整した結果である。最小二乗法により，減衰曲線上の理論
値と各計測点 4 回分の計測値との誤差の合計が最小になるときの減衰定数を求めた。他の周
波数音源についても同様に推定した。各周波数の減衰定数推定結果を表 6-3 に示す。このと
き，水中音圧レベルは前章で示したデータと同じく水深 5 m に設置したハイドロホンのデー
タを用いた。 
なお，前章で紹介した Ingemansson Technology AB [41]の調査結果でも，距離が 2 倍に
なった場合の減衰量が各周波数の平均で約 4 dB re 1 µPa であり，Betke ら [42]の調査結果
でも約 4.5 dB re 1 µPa と，いずれも円筒拡散による理論値の 3 dB re 1 µPa より大きいこと
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が報告されている。これらの推定は式(6-2)の右辺第 1 項，つまり拡散損失のみを考慮してお
り，上記の 4 dB re 1 µPa や 4.5 dB re 1 µPa といった数値の算出は，この第 1 項の係数を変
化させることを意味する。しかし，図 5-8 を見ると，遠方のデータほど理論値との差が大き
くなっていることが分かる。これは Bailey ら [43]も同様の調査結果を示しており（図 
5-11(a)），このとき推定された減衰直線の式(5-1)には本研究と同様に式(6-2)の第 2 項を考慮
している。これらのことから，拡散損失による減衰のみを考慮していては，浅海域での水中
音の減衰を適切に評価することができないと考えられる。 
以上の理由から，本研究では式(6-2)の第 2 項，吸収損失を考慮して当該海域の水中音減衰
曲線を推定することとした。この結果得られた推定結果の図 6-24 は，拡散損失のみを考慮
して推定した場合の図 6-25 よりも計測結果を良く表現できている。この理由として，拡散
損失のみでは音源からの距離 r が大きくなるにつれて 1 m あたりの減衰量が小さくなるのに
対し，吸収損失による減衰項は r に比例して減衰するようになっているためと考えられる。
つまり，計測値は r が大きくなると拡散損失による減衰よりも急激に音圧レベルが低下して
おり，これを拡散損失のみで表現するのは難しいが，r に比例する吸収損失項を考慮したこ
とでこの表現が容易になったと考えられる。参考に，図 6-24 と図 6-25 の横軸を対数で表示
したグラフを図 6-26 と図 6-27 にそれぞれ示す。これらはそれぞれ，Bailey ら [43]の示す
図 5-11 [42]と，Betke らの示す図 5-8 と類似していることが分かる。 
 
 
図 6-24 125 Hz の音の減衰定数α推定の様子 
 
表 6-3 各周波数の減衰定数推定結果とその平均値 
周波数[Hz] 減衰定数[dB re 1 µPa/m] 
125 0.055 
250 0.017 
500 0.005 
1000 0.026 
全周波数平均 0.026 
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図 6-25 拡散損失のみを考慮した 125 Hz の音の減衰曲線推定の様子 
 
 
図 6-26 125 Hz の音の減衰定数α推定の様子（横軸対数） 
 
 
図 6-27 拡散損失のみを考慮した 125 Hz の音の減衰曲線推定の様子（横軸対数） 
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6.2.6. 打設音の音源音圧レベル推定 
6.2.6.1. 推定手法 
 前章で推定された減衰定数の全周波数平均値α を式(6-2)のαに代入して TL を求め，こ
れを式(6-1)に代入することで減衰曲線の式を得る。この式のp を変化させ，減衰曲線が任意
の観測点における水中音圧のデータに合うように調整することで，その観測時刻における打
設地点での音源音圧レベルp が推定される。これを全観測点のデータについて行う。 
 ここで，Betke ら [42]による図 5-8 や Bailey ら [43]による図 5-11(b)のように，全ての
観測データを一つの減衰曲線にフィッティングするのではなく，個々のデータに対して先に
求めた減衰曲線をフィッティングし，各観測時刻における音源音圧レベルを推定したのは，
本観測の対象であるモノパイル基礎の打設音は，打設の進行に伴い時間変化していると考え
たためである。打設音の変化に伴う音源音圧レベルの変化については Bailey ら [43]も検討
しており，本研究と同様，各時刻の観測データに減衰曲線をフィッティングして音源音圧レ
ベルの推定を行っているが，Bailey ら [43]が用いた減衰曲線は打設音の観測データを基に推
定されたものであるのに対し，本研究では水中スピーカーで再生した既知の音源の観測デー
タを基に推定した点が異なる。Bailey ら [43]の手法では，音源音圧レベルが変化している中
で観測された複数地点の音圧レベルを基に減衰曲線を推定しているため，その推定結果には
多くの不確実性を伴うが，本研究の手法では既知の変化しない音源を対象に行った観測デー
タを基に減衰曲線を推定しているため，より正確に減衰曲線の推定ができると考えられる。 
 図 6-28 は表 6-1 のデータのうち，水深 5 m に設置したハイドロホンによる打設中の水中
音データの Over All (OA)値を点で示し，前章で推定された減衰曲線を利用して各点の観測
時刻における音源音圧レベルの推定を行っている様子の一部である。この推定手法には減衰
定数の違いによる不確実性を伴うため，前章で算出した全周波数の平均値α のみでなく，
全ての推定結果の中の最大値α （125 Hz のデータから推定された 0.055）および最小値
α （500 Hz のデータから推定された 0.005）についても同様の音源音圧レベル推定作業を
行った。図 6-29 は 12:44 の計測データについて，減衰定数を最大値，平均値，最小値の 3
通りに変化させ，音源音圧レベルの推定結果にどの程度の差が現れるかを示したものである。
音源からの距離が大きくなるほど減衰定数の違いによる推定結果の差も大きくなり，最大で
約 35 dB re 1 µPa の差が生じた（表 6-4）。 
 
6.2.6.2. 音源音圧レベルの推定結果と考察 
 上記の手順で各観測時刻における音源音圧レベルの OA 値を推定した。表 6-4 および図 
6-30 にその結果を示す。これらの図表より，音源音圧レベルは打設開始から徐々に大きくな
り，打設終了前には少し小さくなったことが分かる。この結果とハイドロホンのレベルオー
バーの発生を関連付けて考察すると，この音源音圧レベルの時間変化の理由として，打設開
始直後はモノパイルが海底に深く貫入していなかったため水中に放射される音が小さく，観
測点①ではハイドロホンのレベルオーバーが発生しなかったが，その後，貫入深度が深くな
るにつれ徐々に放射音が大きくなり，観測点②，④，⑥，⑦での計測時にはレベルオーバー
が発生したと考えられる。 
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図 6-28 各観測点における水中音データからの音源音圧レベル推定作業の例（α＝0.026 の
場合） 
 
 
図 6-29 減衰定数αの値の違いによる12:44の音源音圧レベル推定結果の差（α  = 0.055, 
α  = 0.026, α  = 0.005） 
 
 また，貫入深度だけではなく，打設位置の高さによる影響も考えられ，開始直後には海面
との距離が大きく水中に伝わる音が小さかったが，しばらく経過してモノパイルが海底に深
く入ると打設位置が低くなり，海面との距離も小さくなるので，水中に伝わる音も大きくな
った可能性も考えられる。 
 一方，以降で検証するように打設時の打撃エネルギーの変化も関係していると考えられる。 
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表 6-4 各観測時刻における音源音圧レベルの推定結果 
計測時刻 距離[m] 
推定音源音圧レベル(OA 値)[dB re 1 μPa @1 m] 
α  (0.055) α  (0.026) α  (0.005) 
12:44 370 205.5 194.8 187.0 
12:56 200 198.7 192.9 188.7 
13:07 555 215.4 199.3 187.6 
13:13 493 213.7 199.4 189.1 
13:29 708 223.3 202.8 187.9 
13:34 657 220.7 201.7 187.9 
13:37 641 221.8 203.2 189.8 
13:44 631 219.9 201.6 188.4 
13:46 633 218.6 200.3 187.0 
13:51 647 215.1 196.3 182.7 
 
 
図 6-30 推定音源音圧レベル（OA 値）の時間変化 
（図中，上向き矢印が記入されている点は，ハイドロホンのレンジオーバーが発生した観測
点であり，実際の音圧は観測値より高い可能性がある。） 
 
6.2.6.3. 推定音源音圧レベルと打撃エネルギーとの関係 
 上記で求めた推定音源音圧レベル（OA 値）と，打設作業船で記録された油圧ハンマーの
打撃エネルギーとの関係を検証する。図 6-30 の推定音源音圧レベルの時間変化に打設ログ
から得られた打撃エネルギーの時間変化を追加したものを図 6-31 に示す。ここで打撃エネ
ルギーの時系列データは，水中音の観測時刻に合わせてログから抽出した。 
 図 6-31 から，推定音源音圧レベルと打撃エネルギーは同様の時間変化を辿っていること
が分かる。特に相関が強いと思われるα とα による推定音源音圧レベルと打撃エネルギ
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ーとの相関を調べた結果を図 6-32 に示す。この図より，α およびα ともに打撃エネル 
ギーと正の相関関係があることが確認できた。この結果は Bailey ら [43]の報告内容とも一
致するが，打撃エネルギーに対する音源音圧レベルは，本研究の方が小さく，これは上述の
減衰曲線推定方法の違いや，対象海域の水深や海底地質等の違い，また，打設に使用したハ
ンマーやパイルの材質・形状等の違いによる影響ではないかと考えられる。 
 
 
図 6-31 推定音源音圧レベル（OA 値）と打撃エネルギーの時間変化 
 
 
図 6-32 打撃エネルギーと推定音源音圧レベル（OA 値）との関係 
（左は減衰定数としてα を使用した場合，右はα を使用した場合） 
 
6.2.7. 観測結果および音源音圧レベル推定法についての考察 
 ウィンド・パワーかみす第 2 洋上風力発電所 7 号機の建設中における水中放射音の観測お
よびそのデータ解析により，モノパイル打設による水中放射音の時刻歴特性および周波数特
性を明らかにした。打設中は全ての観測点において 100 Hz 以上の周波数帯の音圧レベルが
上昇し，約 111 Hz を基本周波数とする基本波とその第二・第三高調波が現れた。このこと
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から，打設音の基本周波数は約 111 Hz であったことが推測される。 
 また，水中スピーカーを用いた単一周波数音の観測による当該海域における水中音伝搬特
性の推定を行い，当海域における水中音の吸収損失による距離減衰は，周波数によって差は
あるが，平均で 0.026 dB re 1 µPa/m であると推定された。さらに，推定された減衰曲線を
利用した建設時水中放射音の音源音圧レベルの推定と，この推定音源音圧レベルと打設時の
打撃エネルギーとの相関関係を捉えることができた。この結果，本観測時のモノパイル打設
による音源音圧レベルは概ね 182.7 dB re 1 µPa～223.3 dB re 1 µPa 程度であったと推定さ
れた。 
 以上の観測・推定結果は，Betke ら [42]および Bailey ら [43]による報告内容と比較して
妥当な結果であると思われる。Betke ら [42] がモノパイル打設時の水中音観測データに減
衰曲線をフィッティングした結果（図 5-8）において，図の横軸および減衰曲線を延長して
音源からの距離が 1m のときの音圧レベルを推定すると，約 215 dB re 1 µPa@1 m であるこ
とが分かる。また，Bailey ら [43]は式(5-1)から分かるように，音源音圧レベルを 250 dB re 
1 µPa@1 m と推定している。よって，本研究で推定した音源音圧レベルの範囲は，海外事例
と比べても妥当なものであると考えられる。 
 なお，ここで推定された減衰定数の数値そのものは当該海域においてのみ有効なものであ
るが，この推定手法はどの海域においても適用可能なものであり，減衰定数の推定手法が提
案できたと言える。 
 
6.3. 本章のまとめ 
 本章では国内の着床式洋上風力発電施設を対象とした建設時および運用時の水中放射音に
関する調査を行い，海外の既往文献と比較・考察を行った。本研究の調査結果は，海外での
調査結果と比較しても妥当なものであり，国内施設からの水中放射音の実態を把握すること
ができたと考えられる。本研究において，国内外の着床式施設周辺の水中音場が類似してい
ることが示されたことにより，着床式の施設に関しては，国内の環境基準等の検討の際に，
洋上風力先進国の環境対策の知見を参考にすることが可能であるということが示されたこと
になる。 
 また，前章で参照した浮体式施設の運用時水中音観測結果との比較から，着床式・浮体式
に関わらず，施設運用中に発生する音の特徴は類似していることが分かった。 
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7. 施設放射音の生物影響 
（省略） 
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8. 結論 
 本研究では，前半部分（第 2 章～第 4 章）において，浮体式洋上風力発電施設の安全性に
関するリスクのうち，浮体式施設に特有のリスクを重大リスクとして抽出し，FTA（Fault 
Tree Analysis）および ETA（Event Tree Analysis）の手法を用いて各リスクの原因と結果
を推定した。また，これらの推定結果を利用して，各リスクの原因から結果の一連の流れを
示すリスクシナリオを作成し，これらの中から，航路や沿岸施設との位置関係に着目して重
要なシナリオを絞り込んだ。次に，これらのシナリオを構成するリスクについて，施設の設
置位置によるリスクの変化を定量的に評価する方法を検討し，太平洋側の日本沿岸部を想定
した仮想海域における計算例を通して，この評価方法によって施設設置位置を検討する上で
重要な項目を整理した。 
 その結果，風力発電施設の漂流原因別では，船舶の漂流や，風車設計時の想定を超える環
境条件の発生に起因するリスクの影響と比べて，船舶の操船ミスに起因するリスクの影響が
最も大きく，また，航路に関連するリスクと沿岸施設への衝突リスクを比較すると前者の影
響が圧倒的に大きいことを明らかにした。これらのことから，周辺海域への影響の観点から
浮体式洋上風力発電施設の設置に適した位置を決めるに当たり，最も影響の大きいリスクは
「操船ミスによる船舶の衝突」であることが分かった。 
 しかし，船舶通航分布がガンマ分布で近似される海域では，航路中心からある一定の距離
で急激に船舶の通航量が減少し，航路関連のリスクが総合リスクにほとんど影響しなくなる
ため，沿岸施設への衝突リスクの空間分布が明確に現れる。日本沿岸域ではこのようにガン
マ分布で近似できる船舶通航分布を持つ海域が多いため，航路に関連するリスクが急激に減
少する位置より陸側の海域の中から，沿岸施設への衝突確率の小さい位置を選ぶ方法が適切
であると考えられる。以上により，本研究では，以下の方針を浮体式洋上風力発電施設の設
置位置選定方法として提案した。 
「まずは航路中心から離れた，航路関連のリスクの影響が十分に小さくなる海域に絞り，
次にその海域内で沿岸施設への衝突リスクの小さい位置を選ぶ。ただし，沿岸施設への衝突
リスクの空間分布は環境条件に大きく依存するため，当該海域の環境条件を考慮して定量的
に評価することが望ましい。」 
 この方針は，洋上風力発電事業の有力海域として考えられている，太平洋側の日本沿岸部
の多くの海域において共通して利用可能なものであることから，日本沿岸部で浮体式洋上風
力発電事業を行う場合の，一般的な適地選定手法の指針を示すことができたと考える。 
 
 一方，本研究の後半部分（第 5 章～第 7 章）ではまず，洋上風力発電に特有の問題として
水中音による海棲生物への影響に着目し，洋上風力発電施設の環境影響に関する先行研究・
調査事例について，海外の事例を中心に文献調査を行い，洋上風力発電施設からの水中音お
よびその生物影響に関する知見を整理した。その結果，施設からの水中放射音の調査や生物
の水中音に対する反応を調査した例はいくつかあるものの，両者を別々に調査したものが多
く，生物実験を行う際に施設放射音の周波数特性や音圧レベルの調査結果を参考にして実施
している例はほとんどないことが分かった。施設からの水中放射音の魚類への影響について
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述べた文献もあるものの，別の文献で推測された生物の聴覚特性を観測音と比較して，観測
音がその生物の可聴範囲かどうか，または聴覚に損傷を生じるかどうかなどを推測したもの
に留まる。また，特に海外では海産哺乳類への影響が重視されており，魚類への影響に関す
る調査例が少ないことや，生物の成長への影響等，慢性影響に関する実験例はほとんどない
ことが明らかとなった。 
上記の調査結果を踏まえ，国内の着床式洋上風力発電施設の運用時および建設時における
施設周辺の水中音観測を行い，そのデータ解析によって国内の施設からの水中放射音の音圧
レベルや周波数特性に関する知見を得た。また，既知音源を用いた当該海域での水中音減衰
特性の調査方法と減衰曲線の推定方法および，これを利用した対象音の音源音圧レベルの推
定手法を確立した。これらの調査結果は海外の調査結果と比較しても妥当な結果であり，ま
た，浅海域の水中音減衰曲線の推定については先行研究で示されているものより正確な手法
を提案した。本研究において，国内外の着床式施設から発生する水中音の音圧レベルや周波
数帯の類似性が示されたことにより，洋上風力先進国で策定されている基準や，水中騒音対
策として取り入れられているバブルカーテン等の対策に関する知見を，国内の着床式施設に
関する環境基準等の検討時に参考にすることが可能であるということが示された。 
 魚類への影響の調査については，施設運用時を想定した水中音のマダイ稚魚への慢性影響
を評価する水槽実験を行った。本実験は，先行研究では考慮されていなかった慢性影響の評
価を目的とし，ストレスによる成長への影響に着目して，摂餌量と体重変化の観点から定量
的に評価するものである。その結果，人工的に加えた 100 Hz 単一周波数音の音圧レベルの
違いによるマダイ稚魚の行動および摂餌行動への影響が確認されたが，体重の変化，すなわ
ち成長率への明確な影響は確認されなかった。しかし，摂餌行動の変化が起こっているとい
うことは，成長への影響が起こる可能性も否定できず，水中音の周波数や音圧レベルの設定，
実験期間や実験開始時の供試魚の成長段階，供試魚の数等の実験条件を変更することで体重
の変化にも有意差が確認される可能性はある。 
今回の実験方法は，魚類が施設から逃避してしまう場合の影響については適切に評価でき
ないが，適切な生息環境が施設近傍に限られる場合や，付近に養殖施設等が存在する場合の
評価には有効と考えられる。また，上述の通り，魚類が逃避するレベルではない場合や，音
に慣れた状態でも自覚のないストレスに晒されていたり，施設への付着生物等による集魚効
果の方が大きく，多少のストレスを感じながらも我慢している状態にある場合も考えられ，
このような状態での慢性影響評価には有用な手法であると考えられる。ただし，本実験のよ
うに水槽という閉鎖的な空間で水中音を設定した場合，直接波と反射波のぶつかり合いによ
って音波の打ち消しが生じ，実際の海域より音の減衰が大きくなってしまうという課題があ
るため，実験手法の確立にはこの問題の克服も必要となる。 
 このような実験で魚類の成長に明確な影響が出た場合，実験結果を基に水中放射音に関す
る環境影響評価の基準値を決めるとすれば，洋上風力発電施設からの発生音の音圧レベルを，
影響が現れない音圧レベル以下に抑えるべき，というように基準を定めることができる。洋
上風力発電施設の設置位置の選定において上記のような実験結果を参考にする場合，水産有
用種や希少種等の重要な魚類の生息に適した海域や，養殖施設等の設置海域から，洋上風力
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発電施設をどれだけ離して設置すべきか，という観点で施設設置位置の選定に役立てること
ができる。 
ここまで述べてきたように，本研究では周辺航路や沿岸施設等との位置関係による，浮体
式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの空間分布の推定手法を検討し，施設の設置位
置を選定する際に重要となる項目を整理して，その選定方針を提案した。また，これまで情
報が不足していた水中音の魚類への慢性影響の実験による評価手法を検討し，実験結果から
新たな知見を得ることができた。浮体式洋上風力発電施設の設置位置を選定する際には，従
来考慮していた事項に加え，本研究で示したような，周辺航路や沿岸施設等との位置関係を
考慮して安全性に関するリスクの空間分布を定量的に評価した結果や，水中音による魚類へ
の慢性影響を含めた，環境影響評価の結果を踏まえて検討すべきであると考える。 
本研究で示した，浮体式洋上風力発電施設の安全性に関するリスクの空間分布の推定手法
や，水中音観測および生物実験による慢性的な環境影響評価の手法は，今後，浮体式洋上風
力発電の安全性および環境影響の評価とその評価結果に基づく施設設置位置の検討において，
有用な手段になると考えられる。 
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